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平成18年度地方労働行政運営方針について   

標記について、別添のとおり策定したので、各都道府県労働局におかれては、これを  

踏まえ、管内事情に即した重点課題及び対策等を盛り込んだ行政運営方針を総務部企画  

室においてとりまとめ、これに基づいた計画的な行政運営に努められたい。   
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第1 労働行政を取り巻く情勢  

i社会経済情勢   

（1）経済社会の構造的な変化  

我が国の経済社会をみると、中国をはじめとしたアジアにおける国際分業や経済  

連携の進展に対応した産業の高付加価値化、サービス産業の拡大、通信の高速化・  

大容量化等の情報技術をはじめとした技術革新、規制改革に伴う新たな産業の拡大  

や、起業、新規参入の増加といった動向によって産業構造が変化している。  

また、平成16年においては合計特殊出生率が過去最低の値（1．29）を記録する  

など少子化の進行が止まらず、平成17年には戦時中を除いて調査開鱒以来初めて人  

口が減少した。少子・高齢化が進み、人口減少社会に入ったことにより、経済成長  

の鈍化、税や社会保障における負担の増大など、その深刻な影響について多くの国  

民が危機感を抱いている。  

以上のように我が国の経済社会が大きく変化する中で、労働市場も変化がみられ  

る。特に、非正規労働者が急増しており、正社員と非正規労働者の間の「二極化」  

ともいえる処遇格差の拡大が生じている。これが若年労働者の職業能力の低下や低  

所得層の拡大、ひいては晩婚化・少子化の進行に拍車をかけるのではないかと危惧  

される。   

（2）最近の経済情勢  

景気は、企業収益が改善し、個人消費は緩やかに増加しているなど、企業部門の  

好調さが家計部門へ波及しており、回復している。  

政府としては、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」に基づき、  

構造改革を加速・拡大する。また、重点強化期間内におけるデフレからの脱却を確   

実なものとするため、引き続き政府・日本銀行は一体となった改組を行う。  

2 雇用を巡る動向   

（1）最近の雇用失業情勢  

最近の雇用失業情勢は、厳しさが残るものの、改善が進んでいる。   

公共職業安定所で取り扱う新規求人数は、景気の回復を反映して、前年同月比  

で増加傾向で推移している。一方、新規求職者数は、景気の回復を受けて、より  

よい労働条件を求める在職求職者が増加していることなどにより、前年同月比で  

の減少幅が小さくなるなどの動きもみられるが、全体としては減少傾向で推移し  

ている。これらの結果、有効求人倍率は上昇し、平成17年12月には1．03 

倍と平成4年9月以来13年3ケ月ぶりに1倍台となり、18年1月も同水準と  

なっている。   

しかしながら、正社員等の安定した雇用形態での就職を希望する者が多い（全  

求職者のうち常用フルタイム求職者の割合は7割以上）一方で、平成18年1月  

（常用フルタイム有効求職者1人当たりの正社員有効求人数）  

については、0．67倍と前年同月差で0．08ポイント上昇しているものの、  

全体の有効求人倍率に比べて低い水準にとどまっている。   

また、平成5年度以来20％後半で推移していた就職率は、平成16年度は3  
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0．7％となり、平成17年度の上半期は、前年同期差で1．0ポイント上昇し  

て32．2％となっている。   

完全失業者数は、平成15年4月に過去最高の385万人となった後、減少傾   

向で推移し、平成18年1月は前年同月差4万人減の292万人となっている。   

完全失業率は、平成14年6月、8月、15年1月、4月にこれまでで最も高い   

水準の5．5％となった後、平成15年12月以降は4％台で、また平成17年   

4月以降は概ね4％台前半で推移し、6月には4・2％と平成1 

1％以来6年11か月ぶりの水準まで低下した。景気の回復を反映した動きとし   

て転職活動が活発化していることなどから、完全失業率が一時的に上昇する局面   

もみられ、平成18年1月の完全失業率は4．5％となっているが、全体として   

みれば、高水準ながらも低下傾向で推移している。   

その一方で、生活保護の保護率が上昇しており、被保護世帯数は平成16年度   

には過去最高となっている。   

就業者数、雇用者数とも前年と比較して増加が続いている。雇用者数を従業上   

の地位別にみると、増加を続けていた臨時雇に加え、常雇が平成16年に7年ぶ   

りに増加に転じて以降、増加傾向を続けているが、雇用形態別にみると、非正規   

の職員・従業員の増加が続いている一方、正規の職員・従業員は減少傾向となっ   

ている。企業の雇用人員判断については、平成17年3月に1・2年6か月ぶりに   

不足超過となった後、不足感が高まり、12月には13年ぶりに全規模、全産業   

で不足超過となっている。また、雇用調整の実施事業所割合についても、引き続   

き低下傾向にある。   

地域別にみると、平成18年1月現在、有効求人倍率については6ブロック（東   

海、南関東、中国、北関東・甲信、北陸、近畿）で1倍台となっている一方、北   

海道ブロックにおいては0．6倍台、九州、東北の各ブロックにおいては0．7   

倍台となっており、失業率にづいても3％台から5％台までブロックごとにばら   

つきがみられるなど、雇用情勢には地域差がみられるところである。  

（2）若者の雇用状況   

若者の雇用情勢については、平成18年1月の15′↓24歳層の有効求人倍率   

が1．79倍と全年齢層に比べて高く、求人は多いものの、それが就職に結びつ   

かない状況がみられ、完全失業率は前年同月よりも0．1ポイント低下して7．  

8％と、改善が加速しているが、依然、年齢計の4．5％と比べ高水準で推移し   

ており、早期離職率も高い状況にある。  

さらに、フリーターが201万人（平成17年）、ニートと呼ばれる学校に通   

っておらず、働いてもおらず、職業訓練を行っていない若者が64万人（平成1   

7年）と多い状況にあり、このことが社会経済に与える影響の重大さが指摘され   

ている。   

他方、平成18年3月高校新卒者の就職内定状況（平成18年1月末現在）．を   

みると、全国の内定率は85＼3％と、前年同期（平成17年1月末現在）に比   

べ3．7ポイント上昇しているが、地域別にみると、3ブロック（東海、北陸、   

山陽）で90％を超えている…方、北海道ブロックにおいては63．1％、東北、  
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南九州ブロックにおいては80％前半となっており、地域差がみられる。また、  

平成18年3月大学新卒者の就職内定状況（平成18年2月1日現在）をみると、   

全国の内定率は85・8％と、前年同期（平成1 

2ポイント上昇している。  

（3）高齢者の雇用状況  

高齢者の雇用管理の現状（平成17年1月1日現在）をみると、少なくとも6  

5歳まで働ける場を確保する企業は72．4％、そのうち、原則として希望者全  

員を対象とする企業は24．1％となっている。また、雇用情勢については、平  

成18年1月の60～64歳層の有効求人倍率は0．59倍と改善傾向にあるも  

のめ依然として低水準にとどまっており、一旦離職すると再就職が厳しい状況に  

ある。  

（4）女性の雇用状況  

女性雇用者数は平成17年には2，229万人となり、16年に比べ26万人  

増加、（前年比1．2％増）した。  

また、年齢階級別労働力率をみると、M字型カーブの底である30～34歳層  

の労働力率は前年と比べ最も上昇幅が大きく、62．7％（前年差1．3％ポイ  

ント上昇）であった。  

（5）パートタイム労働者の雇用状況  

短時間雇用者（週間就業時間が35時間未満の非農林業の短時間雇用者 

平成17年においては1，266万人と、雇用者総数の約4分の1を占めるに至  

るとともに、近年では、勤続年数の伸張、基幹的な役割を担う者の増加もみられ  

る。  

（6）障害者の雇用状況  

障害者の雇用状況については、公共職業安定所を通じた障害者の就職件数は平  

成16年度には年間3万5千件を超え、2年連続高い伸びを示しており、また、   

平成17年6且1甘現在、民間企業の実雇用率は1．49％と前年に比べて0．  

03％ポイント上昇するなど、着実な進展がみられる。しかし一方で、有効求職  

者は14万9千人（平成18年1月末現在）と依然として多数であり、雇用率達  

成企業の割合も42．1％（平成17年6月1日現在）にとどまるなど、引き続  

き努力すべき点も多い。  

3 労働条件等を巡る動向  

（1）申告・相談等の状況  

労働基準監督署、総合労働相談コーナー等に寄せられる申告・相談等の状況を  

みると、労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主  

との間の紛争（以下「個別労働紛争」という。）に関する相談やあっせんの申請等   

は引き続き－増加傾向にあサ、その内容をみると－解雇や労働条件の引下げに関する  

ものが中心ではあるものの、いじめ・嫌がちせなどもあり、多様なものとなって   

いる。くまた、労働基準関係法令上問題が認められる申告事案についても、景気の   

動向を反映し若干減少したとはいえ、賃金不払を中心として依然として数多く寄  
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せられている状況がみられる。   

また、雇用均等室には、妊娠・出産等を理由とする解雇やその他不利益取扱い、   

定年・退職・解雇等の女性に対する差別的取扱い、セクシュアルハラスメント、母  

性健康管理措置、育児・介護休業の取得等に関する相談が非正規労働者からのもの   

も含め多数寄せられており、複雑・困難化の傾向がみられる。  

（2）労働時間・賃金の状況   

平成17年における年間総実労働時間は1，829時間（所定内労働時間は1，   

680時間、所定外労働時間は149時間）となっており、前年に比べて11時間   

減少している。一般労働者（常用労働者のうち、パートタイム労働者を除いた労働   

者）については、年間総実労働時間は2，009時間（所定内労働時間は1，83   

0時間、所定外労働時間は179時間）と前年に比べて12時尚減少している。「労   

働力調査」により過労働時間別の雇用者の分布をみると、経済のグローバル化の進   

展に伴う企業間競争の激化等を背景に、35時間以上60時間未満の雇用者が減少   

する一方、35時間未満の雇用者と60時間以上の雇用者がともに増加し、いわゆ   

る「労働時間分布の長短二極化」が近年進展する傾向にある。さらに、平成17年   

における年次有給休暇の取得率については、46．6％となっており、低下が続い   

ている。   

また、一般労働者の所定内給与額の男女間貸金格差は男性を100としたときに   

女性は65．9となった。   

この他、パートタイム労働者と通常の労働者との賃金格差について、平成17年   

の賃金構造基本統計調査をみると、一般労働者の所定内給与額を時給換算したもの   

を100とした場合、男性パートタイム労働者は52．5、女性／セートタイム労働   

者は69．0となっている。 こうした格差については、合理的な説明が困難な事例   

がみちれることなど、パートタイム労働者の雇用管理の改善等が十分に図られてい   

るとはいえない状況にある。  

（3）労働災害・労災補償の状況   

労働災害による被災者数は長期的には減少傾向にあるものの、今なお年間約1，   

600人の労働者が死亡している。また、重大災害（一度に3人以上の労働者が死   

傷する災害）は近年増加傾向にあり、昭和60年の2倍近い件数に至っており、昨   

年においても、化学製品製造工場、金属製晶加工工場等における爆発災害、列車の   

脱線事故等をはじめとして大規模な重大災害が頻発している。   

労働者の健康面については、一般健康診断の結果、脳・心臓疾患につながる血中   

脂質、血圧等に係る有所見率が増加傾向にあり、平成14年の労働者健康状況調査   

によると職場生活等において強い不安、ストレスを感じる労働者の割合が6割にも   

達している。   

また、未規制物質を含む化学物質による疾病は増減を繰り返しながら長期的に減   

少がみられない。   

労災補償の新規受給者数は、ここ数年60万件前後で推移しており、脳・心臓疾   

患、精神障害等事案の労災請求・認定件数は、依然として高水準で推移している。   

昨年、大きな社会問題となったことを契機として、アス云ストにばく露したこと  
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により発症したとする肺がん・中皮腫の労災請求件数が急増している傾向が見られ  

る。  

第2 平成18年度地方労働行政の課題  

1 厳しさの残る雇用情勢下における雇用の安定、労働条件の確保に向けた総合的な対応  

改善が進んでいるものの、厳しさが残る雇■用情勢の中で、雇用情勢の地域差の問  

題への対応や離職者の早期再就職の促進とともに、適正な労働条件の確保を図るこ  

とが引き続き課題となっている。  

（1）雇用情勢が厳しい地域に重点化した雇用対策等  

雇用情勢は、全般的には改善が進んでいるところであるが、地域別にみると、大  

都市圏をはじめとして、有効衷人倍率が1倍を超える地域が増える一方で、雇用情  

勢の改善が遅れ、依然と↓て厳しい状況が続いている地域もあるなど、雇用情勢に  

は地域差がみられる。こうした状況に対応するためには、地域が自発的に、創意工  

夫を活かしながら、雇用創簿に取り組んでいく一ことが必要である。このため、特に、  

雇用の改善の動きが弱い北海道、青森県、秋田県、高知県、長崎県、鹿児島県、沖  

縄県の7道県に対して、地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村等の取組を支援  

する「地域雇用創造支援事業」等について重点的・集中的に実施し、地域の取組を  

支援することとしている。また、当該7道県において「地域雇用戦略会議」を設置  

・開催し、関係府省の協力を得て、地方自治体、地元経済界、 

域関係機関が地域レベルで一体となって雇用の改善に取り組む体制を構築すること  

としている。  

また、景気の回復を反映し、求人が増加している雇用環境の下で、職種、年齢、  

能力、賃金、雇用形態等における雇用のミスマッチの縮小に努め、的確な求人と求  

職のマッチングの実現を図ることが重要である。このため、公共職業安定所の特性、  

ノウハウを最大限に活かし、求職者の個々の状況に的確をこ対応したきめ細かな就職  

支援の実施、未充足求人のフオロ「アツプなどの求人者サニビスの充実に全力で取  

り組むことが必要である。  

さらに、多くの求職者が正社員等の安定した雇用形態での就職を希望 

もかかわらず、正社員有効求人倍率は、全体の有蓼求人倍率に比べて低い水準にと  

どまっていることから、正社員求人の確保に努め、積極的なマッチングを行い、求  

職者が希望する就職の実現を図るとともに、離職者の早期再就職促進を実現するた  

め、公共職業訓練の的確な活用、失業認定と職業紹介の一体的実施を行うことが重  

・要である。  

加えて、公共職業安定所において有為な民間人材の積極的活用を図るとともに、  

公共職業安定所と民間や地方公共団体との共同・連携による就職支援や情報提供を  

効果的、効率的に実施することが必要である。その中で、キャリア交辣プラザ事業  

の公設民営などの市場化テストのモデル事業を円滑に実施する。  

障害者が社会の支え手の∵人として誇りを持って自立できるような環境の整備に  

ついては、福祉施設での就労から雇用への移行の促進、精神障害者に対する雇用対  

策の強化など、障害者の雇用・就業支援を充実させることが重要である。  
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このほか、生活保護受給者、児童扶養手当受給者、ホームレス等に関しても、福   

祉から就労へとの観点のもと、就労による自立を支援することが必要である。  

（2）労働条件の確保・改善  

景気は緩やかに回復を続けているものの、依然として会社都合等による解雇、労   

働条件の引下げ等労働条件を巡る相談が増加している状況がみられる他、賃金不払   

残業等法定労働条件の履行確保上の問題も生じている。  

このため、労働条件の確保を図るために労働基準行政が果たすべき役割の重要性   

を踏まえ、一般労働条件の確保・改善対策についてこれを積極的に推進し、企業に   

おける基本的な労働条件の枠組みを定着させるとともに、それらに関する管理体制   

を適正に確立させていくことが重要である。  

2 健康で安心して働ける環境の整備   

労働環境が変化する中で、全ての労働者が健康で安全かつ安心して働くことができ、   

また性別等にかかわりなく能力が発揮できるなど公正な働き方を実現することが課題   

となっている。  

（1）労働者の安全と健康の確保  

近年、爆発事故等の大規模な災害が頻発し、過労死、過労自殺等事案の件数も高   

水準で推移している。その背景として、昨今の企業を取 

の中で、就業形態の多様化、業務の質的・量的変化、いわゆる「現場力」の低下等   

の労働現場における様々な変化が指摘されている。これらに十分配慮の上、引き続   

きこ第10次の労働災害防止計画にのっとり、労働安全衛生関係汝令の遵守をはじ   

めとした労働安全衛生面の対策を的確に推進するとともに、今般の労働安全衛生法   

の改正趣旨等を踏まえ、事業場における自主的な安全衛生活動を促進する取組が重   

要な課題となる。  

特に、多発する重大災害等を防止するために、製造業、建設業をはじめとした業   

種別労働災害防止対策、交通労働災害、機械災害等の特定災害防止対策に引き続き   

強力に取り組むとともに、改正労働安全衛生法において努力義務とされた危険性又   

は有害性等の調査等の措置（以下「リスクアセスメント」という。）、労働安全衛   

生マネジメントシステムの普及促進等を図る必要がある。  

また、長時間労働による脳・心臓疾患や精神障害等の労災認定件数が高い水準で   

推移していることから、改正労働安全衛生法において義務付けられた長時間労働等   

を行った者に対する医師による面接指導制度の周知徹底を含め、引き続き、過重労   

働による健康障害防止対策及びメンタルヘルス対策に強力に取り組む必要がある。   

また、小規模事業場における健康管理の徹底のため、地域産業保健センターの機能   

の充実など、小規模事業場に対する支援の強化が必要である。  

さらに、アスベスト使用建築物の解体作業等における健康障害防止対策や、退職   

者を含めたアスベスト取扱い作業等の従事者に対する健康管理対策等の労働者の健   

康を確保するための施策を積極的に推進していく必要がある。  

（2）労災補償の迅速・適正な実施  

調査・判断の難しい脳・心臓疾患、精神障害等事案の労災請求件数が依然として  
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高い水準にあることから、事務処理能力の向上や組織的対応の推進を図ることによ  

り、迅速・適正な労災補償の実施に引き続き努める必要がある。  

また、平成18年度には、通勤災害保護制度、障害等級表、障害等級認定基準及  

び労災診療費算定基準が改正されることから、改正内容を踏まえ、適切寧事務処理  

に努める必要がある。  

さらに、「石綿による健康被害の救済に関する法律」（以下「アスベスト救済法」  

という。）が平成17年度末から施行されることから、平成18年度においても、  

その円滑な施行のための取組を進める必要がある。   

（3）男女雇用機会均等の更なる推進  

働く女性が性別により差別されることなく、かつ、母性を尊重されつつ、その能  

力を十分に発揮することができる雇用環境を整備するため、「雇用の分野における  

男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（以下「男女雇用機会均等法」  

という。）の履行確保を図るとともに、女性の能力発揮のための企業の積極的取組   

（ポジティブ・アクション）・を促進することい等により、実質的な男女の均等確保の  

実現を目指すことが重要となっている。   

（4）労働保険制度の適正な運営  

労働保険が、労災保険給付や失業等給付等を通じた労働者の福祉の増進に寄与す  

る制度として的確な役割を果たしていくため、これまで以上に、適用徴収業務の適  

正な推進により、制度の信頼性、費用負担の公平性等を確保する必要があり、引き  

続き、①未手続事業の一掃、②労働保険料の適正徴収、③労働保険事務組合の一層  

の活用、育成、指導などの取組が必要である。   

（5）個別労働紛争の解決の促進  

企業組織の鱒編や企業の人事労務管理の個別化、就業形態の多様化等を背景とし  

て増加する個別労働紛争について、その実情に即した迅速かつ適正な解決に向け、  

都道府県労働局において、的確な相談・情東経供、．助言・指導及びあっせんの実施  

⊥剋個別労働紛卓解決制度の積極軋な運鳳に努－める上とふに、■＿｛企果肉．にお慮る紛金一…▼．，＝ 

の自主的な解汲を促進する必要がある。  

3 少子・高齢化の進行と多様な鱒き方へ？対応  

急速な少子化の進行により、今後、人口減少社会を迎える中で、我が国の経済社会  

の活力を維持するためには、労働力人口を確保し、多様な人材がその能力を最大限に   

発揮する環境の整備が不可欠であることから、若者の職業意識啓発と就職支援、仕事  

と子育ての両立など仕事と生活のバランスのとれた働き方の実現、高齢者や障害者の  

雇用環境の整備といった対策が重要である。  

また、平成16年12月に策定された「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具  

体的実施計画について」（「子ども・子育て応援プラン」）では、平成21年度までの  

▼▼▼＿5年間に講ずる具体的な施策内容と月牒として、若者の就労支援の充実、∵仕事と家庭  

の両立支援と働き方の見直しなどが含まれていることを踏まえ、都道府県労働局にお  

いても、同プランに掲げられた施策を強力に進めるため、局内外の連携を強める必要  

がある。  
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さらに、働き方の多様化が進む中では、就業形態の違いにより労働者の処遇に不合  

理な格差が生じないように、適正な評価と公正な処遇の図られた働き方の選択肢の整  

備を図ることが必要である。  

（1）若者の職業意識啓発と就労支援   

働く意鱒が不十分な若者の増加が指摘されているが、若者が意欲を持って働せ、   

経済的にも自立できるようにすることが喫緊の課題となっている。▲このため、経済   

界、労働界、教育界、マスメディア、地域社会等関係者が一体となって若者の雇用   

問題に取り組む「若者の人間力を高めるための国民運動」を展開しており、各界が   

連携・協力しつつ、国民運動の趣旨を鹿まえた具体的取組が行われるよう、都道府   

県労働局が積極的に働きかけていくことが必要である。  

また、「若者自立・挑戦プラン」に基づく各施策を着実に実施するとともに、平   

成18年1月に関係府省により策定された「若者の自立・挑戦のためのアクション   

プラン」（改訂版）を推進することにより、若者の職業的自軍を促進することが重   

要である。  

（2）仕事と家庭の両立支援  

出産を機に働く女性の約7割が退職する等、出産・子育て等と仕事との両立が困   

難であり、また、一旦退職すると、再就職・再就業が由難となっているが、就業継   

続を希望する女性は増加しており、子育てで離職した者の再就業希望も多い。  

このため、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す   

る法律」（以下「育児・介護休業法」という。）及び「次世代育成支援対策推進法」   

（以下「次世代法」という。）について、引き続きその実効を確保していくととも   

に、出産・子育て等により離職した女性について、その能力を活かした再就職・再   

就業を支援していく羊とが必要である。  

（3）高齢者の雇用の確保   

少子高齢化の急速な進行により、今後、労働力人口の減少が見込まれる中で、我   

が国経済社会の活力を維持していくためには、高齢者の高い就業意欲が活かされ、   

その有する能力が十分に発揮されることが不可欠となる。このため、平成16年6   

月に改正高年齢者雇用安定法が成立し、平成18年4月から段階的に65歳までの   

定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の措置が義務付けられることから、これを踏   

まえ、当面は65歳までの雇用の確保に取り組みつつ、将来的には意欲と能力のあ   

る限り働くことができる社会の実現に向けた環境整備を進めることが重要である。   

また、高齢期には、個々の労働者の意欲、体力等の個人差が拡大することから、労   

働者の多様なニーズに対応した雇用・就業機会を確保することも併せて重要であ   

る。  

（4）障害者の雇用の確保   

障害者の就業意欲が高まる中、雇用支援策の充実強化を図りながら、障害者雇用   

の】層の促進を図っていくことが必要となっている。具体的には、平成17年6月   

に成立した改正障害者雇用促進法や、10月に成立した障害者自立支援法を踏まえ、   

福祉施策との連携の強化を図’るとともに、障害の種類及び程度等に応じたきめ細か   

な支援を充実していくことが重要である。  
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また、改正障害者雇用促進法施行に伴い、在宅就業支援制度等により多様な就業   

の選択肢を提供し、就業機会の拡大を図ることが重要である。  

（5）多様な働き方への対応   

急速な少子・高齢化、労働者の意識やニーズの多様化が進む中で、多様な働き方   

の選択肢の整備を図るとともに、その担い手である労働者が生涯を通じて職業に意   

欲と能力を十分発揮できるようにしていくことが必要である。  

これを踏まえ、多様な働き方の選択肢の整備を図るため、ワークシェアリングの   

普及・啓発を進めるとともに、雇用・就業形態の多様化に伴う課題に対応するため、   

パートタイム労働者と通常の労働者との均衡等を考慮した適正な処遇の推進、派遣   

労働者の就業条件の整備、在宅ワークの健全な魂展のための施策を推進していくこ   

とが必要である。  

また、「労働力調査」により労働時間の動向をみると、雇用者全体に占める過労   

働時間60時間以上の雇用者と35時間未満の雇用者の割合が同時に高まる「労働   

時間分布の長短二極化」が近年進展する傾向にある。さらに、年次有終休暇の取得   

率の低下も続いている。こうした中で、労働時間、休日及び休暇が個々の労働者の   

健康や生活に配慮して定められるよう、所定外労働の削減、年次有給休暇の取得促   

進等これまでの取組も踏まえつつ、事業場ごとの労使の自主的取組を一層促進して   

いくことが必要である。  

（6）2007年問題への対応  

2007年（平成19年）以降、「団塊の世代」が引退過程に入る中、今後とも   

我が国産業が競争力を維持しさらに発展していく冬めには、熟練技能者の優れた技   

能を失うことなく、いかに次の世代へ円滑に継承していくかが重要であり、このこ   

とが「2007年間題」として喫緊の課題となっている。このため、技能継承・現   

場力強化に取り組む中小企業等への支援や、若者を現場に誘導・育成するための取   

組が必要である。   

第3 平成18年度地方労働行政甲重点施策  

1埠方労働行政展開に当たっての基本的対応  

（1）総合的労働行政機関としての機能（総合性）の琴揮  

都道府県労働局における労働基準行政、職業安定行政及び雇用均等行政がそれぞ  

れの専門性を一層発揮しつつ、労働条件の確保、雇用の安定等三行政が連携して取  

り組む必要のある課題や、少子・高齢化の下での働き方の見直しや仕事と子育ての  

両立支援等それぞれの行政分野の枠組みを超えて一体となった対応が必要となる課  

題も増加していることから、こうした課題について、三行政の連携をより一層密に  

し、労働保険適用徴収業務や総合労働相談業務も含め、総合労働行政機関としての  

機能を発揮していく必要がある。   

，複数の行政分野による対応が求めちれている課題について、都道府県労働局内関  

係部室の連携、労働基準監督署内又は公共職業安定所内の関係部門間の連携を図り、  

局署研が一体となって機動的かつ的確な対応を図る。  

また、それぞれの重点課題ぺの対応に当たっては、他の行政分野において実施さ  
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れる集団指導、説明会など事業主や労働者が一堂に会する場を積極的に活用し、合   

同周催とするなど効果的・効率的な方策を講ずるものとする。 

こうした取組を推進するため、都道府県労働局内の各部室並びに管内の労働基準   

監督署及び公共職業安定所で実施を予定している行事等についての情報を相互に共   

有し活用するとともに、部局内の会議について、創意工夫をこらした業務展開の在   

り方、行政間連携方策等を検討する場として機能するよう活用する。  

（2）計画的・効率的な行政運営   

ア 計画的な行政運営  

都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所における行政運営に当た  

って、各行政分野ごとの課題及び分野横断的な課題について的確に対応していく   

ため、各地域の実情を踏まえた重点施策を盛り込んだ行政運営方針を策定し、こ   

れに基づいて計画的な行政運営に努める。  

また、行政運営方針等に基づき、業務運営の進捗状況を定期的に分析し、当初  

の目標に沿った実施状況となっているかフォローアップを行うよう努める。   

イ 事務の簡素合理化と業務運営の重点化  

国の行政組織等の簡素・効率化については、中央省庁等改革以来の行政の構造   

改革を着実に推進することが求められており、地方労働行政もこうした趣旨を踏  

まえて、行政事務の簡素合理化や行政需要の変化に対応した業務運営の見直しを  

図る必要がある。このため、  

第一に、都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所において、これ  

までにも増して独自の工夫をこらして事務の簡素合理化を進める。  

第二に、経済社会の構造的な変化に伴い、労働行政における課題が増大すると  

ともに複雑困難化する中で、都道府県労働局を中心として時々の地方労働行政に   

おける重要かつ困難な課題へ対応するため、限りある行政資源を集中的に投入す  

るなどそれぞれの行政分野に応じて業務運営の重点化を強力に推進する。  

第三に、庶務関係業務等の都道府県労働局への集中化について着実に推進する  

ことにより、事務の効率化を図る。   

り 既存の業務執行体制の在り方の見直し  

都道府県労働局において、地域経済の動向も分析した上で、行政需要の変化を   

具体的な指標に基づいて把握し、その結果を踏まえて署所も含めた業務の運営方   

法や職員の配置等の業務執行体制について積極的に見直しを進めることはもとよ  

り、行政需要に的確に対応するための行政体制のあるべき姿についても検討し、  

可能なものから逐次実施する。   

エ 行政事務の情報化へめ対応  

都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の情報化については、労   

働局総務情報システム（雇用均等行政情報システムを含む。以下同じ。）、労働   

基準行政情報システム及び職業安定行政システム等を積極的に活用して行政事務  

の情報化を推進する。  

また、官庁会計事務データ通信システム（ADAMS）及び電子入札システム  
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を活用して、会計事務及び入・開札事務の適正化、・効率化を図るとと＿もに、労働  

局総務情報システムのサブシステムであるりん議・決裁システム及び電子公文書  

発行システムの活用により、都道府県労働局の行政事務の一層の効率化を図る。  

申請・届出寄手続の電子化への対応に関しては、都道府県労働局が所掌する申  

革・届出等手続について、インターネットを利用してオンラインで行えることを  

踏まえ、その手続の周知に努めるとともに、その的確な受付・審査により、国民  

の利便性・サービスの向上を図る。  

情報セキュリティに関しては、厚生労働省情報セキュリティポリシー及び「都  

道府県労働局・労働基準監督署・公共職業安定所における厚生労働省情報セキュ  

リティポリシーの運用指針」（平成15年9月19日付け地発第0919004号・基  

総発第0919001号・職総発第0919009号・雇児琴発第0919001号「情報セキュリテ  

ィの確保等の徹底について」別添）に十分留意の上、職員研修の的確な実施並び  

に本省システム及び都道府県労働局独自システムに係る各情報セキュリティ実施  

手順等に従った情報セキュリティの確保対策の徹底を図る。  

また、情報セキュリティ実施手順が未整備の情報システムについては、早急に  

情報セキュリティ実施手順を策定する．。  

（3）地域に密着した行政の展開   

ア 地域の経済社会の実情の的確な把握  

地方労働行政を取り巻く情勢及び課題を適切に踏まえた施策を企画、実施し、  

地域における行政ニーズに的確に応えていくため、都道府県労働局においては、  

総合労働相談コーナーに寄せられた相談をはじめ各部で得られた情報の活用に努  

める。また、関係行政機関及び関係団体等との連携を密にしつつ、地域経済情勢、  

地域における主要産業・企業の動向等を逐次、綿密に把握し、その的確な分析の  

上に立って適切な行政課題を設定し、それに対し、的確な行政運営に努める。   

イ 地方公共団体等との連携 ＿  

雇用施策を始めとする労働施策について、国と地方公共団体はそれぞれが行う   

施策が密接な連携の下に円滑かつ効果的に実施されるよう相互に連絡・協力する 

ことが重要である。このため、業務執行面で恒常的に窓口同士の接触が不可欠と   

なる業務の円滑化を一層進めるとともに、都道府県労働局長と知事等都道府県幹  

部が労働施策全般にわたり意見交換する労働関係連絡会議の開催や職業安定部長   

を連絡責任者とする連絡窓口を活用する等により相互の連携基盤を強化する。   

また、地域の実情に即した雇用施策の推進に係る具体的な連絡調整、情報交換   

等を行う場として、引き続き、雇用対策連絡調整会議を開催する。  

さらに、市町村、他の地方支分部局等との連携にも十分配意する。  

り 労使団体等関係団体との連携  

，地域における行政ニヤズに即応した地方労働行政を展開するためには、労使団  

体の要望を適切に把握し、これを業務運営に的確に反映するとともに、都道府県   

労働局から労使団体に対して必要な働きかけを適時適切に行っていくことが必要   

である。このため、都道府県労働局長以下局の幹部が地域を代表する労使団体の  
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幹部から労働行政全般にわたって率直な意見や要望を聞くとともに、幅広い闊達   

な意見交換を行う場である地鱒産業労働懇談会の開催や日常的な意見交換を通じ  

て、労使団体との連携を図る。  

また、地域の実情に応じた施策の効果的な推進を図るため、地方労働審議会に   

おいて、公労使の意見をきめ細かく把握し、行政運営に的確に反映するよう努め  

るとともに、関係団体、有識者及び調査研究機関等とも緊密な連携を図る。   

エ 積極的な広報の実施  

広報活動は、労使はもとより国民全体の労働行政に対する理解と信頼を高める  

ために重要であることから、適切な時期・手段により、必要に応じ関係団体等と   

の連携を由りつつ、創意工夫を凝らした広報活動を積極的に推進する。  

特に、都道府県労働局において、局幹部とマスコミ関係者との定期的な懇談の  

場を設けるとともに、各行政における重要施策、法制度の改正等の動向及び主要  

な統計資料等を分かりやすく適時適切に提供すること等を通じて、マスコミとの  

日常的な接触に努める。  

また、重要施策等の周知に当たっては、都道府県・市町村や労使団体の広報詰   

寄を活用し、幅広くかつ効果的な広報活動を推進する。  

（4）保有情報の厳正な管理及び情報公開制度・個人情報保護制度への適切な対応   

ア 保有個人情報の厳正な管理  

各労働局において定めている都道府県労働局保有個人情報管理規程に基づき、   

労働局で保有する個人情報の適切な管理を徹底する。  

また、労働行政で保有している個人情報は、個々人に密着した秘匿性の高い情   

報であり、厳格な保持が求められることを職員に十分理解させるため、研修等に   

よる意識啓発・注意喚起を行いつつ、必要に応じ事務処理の見直しにも積極的に  

取り組む。   

イ 情報公開制度の適切かつ円滑な実施  

「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」に基づく行政文書開示請求に   

対する事務処理に当たっては、適切な処理た努めることにより、適正かつ円滑な  

運用を図る。  

特に、対象文書の特定及び具体的な不開示理由の付記について、その適切な処  

理に留意する。  

また、都道府県労働局文書管理規程に基づく適切な文書管理に努め、行政文書  

ファイル管理簿及び同管理簿に記載する行政文書の管理の一層の適正化を図る。   

ウ 個人情報保護制度に基づく開示請求等への適切な対応  

行政機関の保有する個人情報に対する開示、訂正及び利用停止請求に対しては、  

「行政機関個人情報保護法開示請求等の事務処理の手引」（平成17年4月付け  

厚生労働省大臣官房総務課情報公開文書室）に基づき、適切な処理に努めること  

により、適正かつ円滑な運用を図る。  

特に、請求対象となる文書の特定について、企画室と文書所管課との間で十分  

な調整を行い、補正処理・開示決定通知等適切な処理を徹底する。  
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エ 雇用管理に関する個人情報の適切な取扱いに係る周知徹底  

個人情報保護法及び「雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するた  

めに事業者が詩ずべき措置に関する指針」（平成16年7月1日付け厚生労働省  

告示第259号）に基づき、個人情報取扱事業者が保有個人情報の適切な取扱い  

を行うよう周知・啓発の徹底を図るとともに、雇用管理に関する個人情報の取扱  

に係る苦情・相談への適切な対応、個人情報取扱い事業者に対する助言・指導等  

行政指導を的確に実施する。  

（5）綱紀の保持と行政サービスの向上  

ア 綱紀の保持  

労働行政は、労使を始め国民全体の信頼を得て初めて業務が円滑に施行される  

ものであり、その有する権限も大きいことから、国民の信頼と期待を裏切ること  

がないよう、管理者ほもとよりすべての職員が綱紀の厳正な保持と徹底を図るよ  

う、特に以下の点に万全を期する。  

（ア）国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程等を踏まえ、一層の綱紀の保持に  

努める。  

（イ）会計経理事務、徴収事務等金銭に関わる業務については、定められた事務処  

理手順の徹底、責任体制の明確化、職員相互の内部牽制体制の確立等によ 

正な事務処理の徹底を図る。特に、会計経理事務については、多くの労働局に  

おいて会計法令に違背した不適切な会計処理が行われていた事実が確認されて  

いることから、契約事務の適正化、支払事務の一層の厳格化等を徹底し、再発  

防止に努める。  

イ 行政サービスの向上  

国民から信頼される行政を実現するためには、利用者の立場に立った親切でわ  

かりやすい窓口対応、事務処理の迅速化等行政サービスの向上に努める必要があ   

る。【一撃成1～4重度から平成【1一息隼度息で卜ほわ空か行政丑三上ニス｝推進委農会点＿⊥－，．  

検計画」を実施してきたと羊ろであるが、同計画の期間終了後も、引き続き、都  

道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の窓口を中心に、職員の応接  

態度や事務処理の迅速化等行政サービスの改善に努める。  

2 労働基準行政の重点施策  

企業を取り巻く環境の変化や働き方の多様化が進む中、労働者を取り巻く環境は大  

きく変化してきているが、労働基準行政は、いかなる経済・雇用情勢の下にあっても、  

適正な労働条件の下で安全に安心して働くことができるようにしていくことを使命と  

するものである。  

他方、最近における行財政改革の中で国家公務員を5％以上純減させるとの政府方   

－▼▼，，，針の下にあ▼つエト労働基準行政が期経きれる役割を的確に果た＿してんÅくためには、．▼今 

まで以上に監督・安全衛生・労災補償の三行政部門が一体となって取り組んでいくこ  

とが重要である。行政運営に当たっては、使用者の遵法意識をより高める観点も踏ま  

え、労働基準関係法令違反に対しては厳正に対処し、特に重大・、悪質な事案に対して  
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は司法処分を含め厳正に対処することとし、同時に、適正な労働条件の確保・改善を  

図るには、、労使の自主的な取組みを促進することが極めて重要であることから、労使  

団体との連携を強化することなどの工夫を行う等、一層、効率的・効果的な行政展開  

を積極的に図っていく必要がある。   

また、昨年夏以来、アスベストによる健康障害が社会問題となり、これを契機とし  

て、労働基準行政としても、監督・安全衛生・労災補償の三行政部門が一体となって  

対策を講じてきたところであるが、今後とも、飛散・ばく露の防止、早期全面禁止、  

健康管理、労災補償等について迅速かつ的確な取組みを行うとともに、被害者を隙間  

無く救済するためのアスベスト救済法の円滑な施行を図るものとする。  

（1）労働条件の確保・改善等   

ア 一般労働条件の確保・改善対策の推進   

（ア）法定労働条件の確保  

企業を取り巻く環境の変化や働き方の多様化が進む中、地域の産業動向等を  

敏感にとらえ、的確な行政展開を図ることが求められている。このため、管内  

の実情を踏まえつつ、基本的な労働条件の枠組みの確立、労働時間管理の適正  

化、健康管理の徹底に関する事項の履行確保を中心とした一般労働条件の確保  

・改善対策を一層積極的に鱒進する。  

また、労働基準関係法令違反に対しては、厳正に対処する。   

（イ）労働時間管理の適正化の徹底  

貸金不払残業の解消を図るため、これに係る申告・相談が依然として認めら  

れる状況について使用者の理解を得させた上で「労働時間の適正な把握のため  

に使用者が諦ずべき措置に関する基準」（平成13年4月6日付け基発第33  

9号）の遵守を重点とした監督指導等を引き続き実施するとともに、「賃金不  

払残業総合対策要綱」に基づき「賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措  

置等に関する指針」の周知を図り、労使の自主的な改善を促すなど総合的な対  

策を推進する。  

また、重大・悪質な事案に対しては、司法処分を含め厳正に対処する。   

（ウ）時間外労働協定の適正化  

長時間にわたる時間外労働の実効ある抑制を図り、また過重労働による健康  

障害を防止するため’、使用者、労働組合等の労使当事者が時間外労働協定を適  

正に締結し届け出るよう、引き続き周知・指導を行うとともに、特に、労働基  

準法第36粂第1項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準につ  

いて、特別条項付き協定を締結する場合の「特別の事情」の趣旨を十分に踏ま  

えつつ、遵守の徹底を図る。   

（ェ）有期労働契約に係るルールの明確化の推進  

有期労働契約について、「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基  

準」に関し、必要な助言及び指導を行うことにより、引き続きその遵守の徹底  

を図るとともに、有期契約労働者の就労環境の改善を図るため、「有期契約労  

働者就業環境改善プロジェクト」を実施する。   

（オ）企業倒産に伴う解雇等に伴う労働条件の履行確保  
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企業倒産に伴う解雇、賃金不払等の法定労働条件の履行確保上問題が発生す  

るおそれがある企業に関する情報の早期かつ的確な把握に努めるとともに、適   

切な監督指導を実施し、賃金不払事案等の発生の防止及びその早期解決に努め  

る。  

イ 未払賃金立替払制度の迅速かつ適正な運営  

企業の倒産件数は減少しているものの、本制度の利用がなお高水準であること   

を踏まえ、不正受給防止にも留意しつつ、企業倒産により貸金の支払を受けられ   

ない労働者の救済を図るため、引き続き迅速かつ適正な対応を図る。  

ウ 最低賃金制度の適正な運営 

最低賃金制度については、我が国経済の動向、地域の実情を踏まえ適正な運営   

を図る。  

また、最低賃金法の履行確保を図るため、最低賃金の一層の周知徹底を図ると   

ともに、問題のある地域、業種等を的確に把握し、監督指導等を行い、その遵守  

の徹底を図る。  

エ 特定の労働分野における労働条件確保対策の推進  

（ア） 自動車運転者  

長時間労働を原因とする重大な交通労働災害が増加していることから、「自  

動車運転者の労働時間等の改善のための基準」等の周知及び遵守を徹底すると  

ともを羊、過労運転事案については、関係行政機関とも連携を図り、引き続き自  

動車運転者の労働条件の改善を図る。  

また、タクシー業に対しては、地方運輸機関と合同により監督・監査を実施  

するなど連携の強化を図る。  

（イ）派遣業及び業務請負業における労働者  

請負等を偽装した労働者派遣が依然として認められることから、事業場の構  

内に他の事業場の労働者が混在している場合には、事業場閤の契約関係や当該  

労働者に対する実際の指揮命令等の就労実態を確認した上で、その実態に応じ  

て、労働基準法等関係法令に係る使用者の責任区分に従って必要な指導を行い、  

法令違反に対しては司洛処分も含め厳正に対処する。  

また、事業場間の契約関係、労働者の就労実態等から判断して請負等を偽装  

した労働者派遣事業と疑われる事案等を確認した場合には、相互に情報提供す  

ることにより情報の共有化を図るなど、職業安定行政と連携しつつ、的確に対  

処する。  

さらに、依然として派遣労働者に係る労働災害も発生していることから、引  

き続き派遣労働者に係る労働災害防止対策を推進する。  

（ウ）外国人労働者、技能実習生  

国際化の進展等により我が国で就労する外国人労働者が増加している状況を  

＿▼．－＿▼▼－【＿m▼ 踏患え．、＿外国人労働者にも労働基準関係法令が＿当然に通風さ【れるこ上，について  

周知徹底を図るとともに、「外国人労働者の雇用・労働条件に関する指針」に  

基づく啓発・指導により、引き続き外国人労働者の適正な労働条件確保対策を  

推進する。重大悪質な労働基準関係法令違反において、資格外活動、不法残留  
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等出入国管理及び難民認定法違反に当たると思われる事案が認められた場合に  

は、職業安定行政との連携を図りつつ、出入国管理機関にその旨情報提供する。  
技能実習生については、依然として、披定労働条件確保上の問題が認められ  

ることから、労働契約締結時の労働条件の書面による明示、貸金支払の適正化  

等労働基準関係法令の遵守の徹底を図る。   

（ェ）介護労働者  

介護事業に使用される労働者の法定労働条件の履行確保を図るため、介護事  

業へ新規に参入する事業者が増加している状況を踏まえ、事業の許可権限を有  

する都道府県等と連携し、引き続き労働基準関係法令の適用について周知する  

とともに、その遵守の徹底を図る。   

（オ）短時間労働者  

「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（以下「パートタイム労  

働法」という。）並びに「事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等  

のための措置に関する指針」（以下「パートタイム労働指針」という。）の趣  

旨及び内容についての周知、啓発を重点とした対策を推進し、事業主による自  

主的な取組を促進する。   

（カ）障害者である労働者  

障害者である労働者の労働環境の整備が求められている中で、引き続き法定  

労働条件の履行確保を図るため、職業安定行政との連携の下、これら労働者を  

使用する事業主に対する啓発・指導に努めるとともに、的確な情報の把握を行  

い、問題事案の発生の防止及び早期是正に努める。   

（キ）出稼労働者  

出稼労働者に対する適正な貸金の支払の確保、有給休暇制度の普及促進、労  

働災害の防止、健康管理の充実等、引き続き労働条件確保対策を推進する。  

また、建設業附属寄宿舎を設置する使用者に対して寄宿舎における労働基準  

関係法令の遵守を図る。  

（2）多様な働き方が可能となる労働環境の整備  

ア 仕事と生活の調和のとれた働き方を可能とする環境整備  

（ア）傍働時間等設定改善法の円滑な施行  

近年の労働時間の動向等を踏まえ、「労働時間の短縮の促進に関する臨時措  

置法」を個々の労働者の健康や生括に配慮した労働時間、休日及び休暇の設定  

に向けた労使の自主的な取組を促進することを目的とする「労働時間等の設定  

の改善に関する特別措置法」（以下「労働時間等設定改善法」という。）に改  

正する内容を含む「労働安全衛生法等の…部を改正する法律」が第163回特  

別国会において成立し、】部の規定を除き、平成18年4月1日から施行され  

るところである。  

労働時間等設定改善法の施行に当たっては、事業主及びその団体が労働時間  

等の設定の改善に適切に対処することが必要であることから、労働時間等の設  

定の改善を行う事業主及びその団体が留意すべき事項について定めた労働時間  
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等設定改善指針の周知啓発を図る。また、事業場における労働時間等設定改善   

委員会の設置等め体制整備及び労働時間等設定改善実施計画の作成についての   

普及啓発を図る。  

また、国において平成18年度から新たに労働時間の設定の改善の促進（計   

画年休制度の導入又は連続休暇の取得促進等）に向けて①仕事の内容や進め方   

にまで踏み込んだ助言・相談を行う労働時間設定改善アドバイザーを地域の主   

要な事業主団体に配置し、個々の会員事業場の実情を踏まえた指導、援助、②   

労働時間等の設定の改善に取り組む中小企業団体に対しての助成、③特に時間   

外労働が長い事業場の事業主に対して時間外労働の削減に向けて自主的点検等   

の実施の要請、④都道府県労働局に労働時間設定改善コンサルタントを配置し、   

相談対応や助言・指導を行うこととしており、事業主等に対してこれらの積極   

的な活用を勧奨する。  

さらに、仕事と生活の調和に関する周知啓発活動を「仕事と生活の調和キヤ  

ンペー 

る。具体的には、①全国を7つのブロックに分けて、ブロック局において「仕   

事と生活の調和推進会議」を開催し、企業及び労働者が参考にしうるプログラ   

ムを作成し、その周知広報を通じた各企業の自主的な取組の促進、②仕事と生   

活の調和に係る社会的気運の醸成を図るためのシンポジウムの開催等を行うと   

ころであり、各事業の円滑な実施に努めるもあとする。  

（イ）年次有給休暇の取得促進  

計画的付与制度の積極的な活用につ．いて周知及び指導を行うこと等により、   

年次有給休暇の一層の取得促進を図る。  

（ウ）所定外労働の削減のための啓発   

「所定外労働削減要綱」の周知啓発により、休日労働を含めた所定外労働の  

削減に向けた労使の取組を促進する。  

イ 裁量労働制の適正な実施の確保   

裁量労働制については、業務遂行に当たっての裁量性を確保するとともに業務   

量が過大になることを防ぐ観点から、同制度の趣旨に適合した上で導入・運用さ   

れるよう、周知・指導を行う。特に企画業務型裁量労働制については、対象とな   

る業務の範囲等を含め、制度が通草に実施されるよう「労働基準法第38条の4   

第1項の規定により同項第1号の業務に従事する労働者の適正な労働条件の確保   

を図るための指針」の趣旨及び内容について周知を行う。  

また、健康・福祉確保措置や苦情処理措置の実施が十分でないなどの実態もあ   

ることから、実効ある健康・福祉確保措置等が実施されるよう周知の徹底を図る。  

り 在宅勤務の普及促進  

在宅勤務に関する適正な就業環境を確保するため、在宅勤務の労働基準関係法  

上の取扱い等を明確にした在宅勤務に係るガイドラインについて、事業主等へ  

の周知を図る。   

また、在宅勤務の意義やメリγトを広く浸透させるため、本省で実施した、在  

宅勤務の健康面への影響等を調査する実証実験の結果について、事業主等への周  

－17一   



知を図る。   

エ 貸金・退職金制度の改善の推進  

賃金・退職金制度整備・改定事例及び貸金・退職金セミナー等を活用して賃金   

・退職金制度に関す瓢相談・援助等の充実を図るとともに、併せて、中小企業賃   

金制度支援事業の効果的な実施に努める。   

オ 勤労者生活の基盤の整備・充実  

勤労者財産形成促進制度については、引き続き本省において勤労者を取り巻く   

状況に対応した制度改善の検討を行う。中小企業退職金共済制度については、退   

職金制度がいまだ整備されていない中小企業も多いことから、それらの企業の加   

入促進に努めるとともに、適格退職年金制度からの移行を進めるために、制度の  

周知を図る。  

勤労者のボランティア活動については、勤労者マルチライフ支援事業の実施状   

況の把握等により、その参加の促進に努める。  

（3）労働者の安全と健康を確保するための施策の展開   

ア アスベストによる健康障害防止対策  

（ア）建築物等の解体時等のアスベストばく露防止対策  

アスベスト使用建築物の解体作業等におけるアスベストばく露防止対策につ  

いて、計画届、作業届のほか、関係行政機関等からの情報を収集し、監督指導  

等や、必要に応じて労働災害防止団体と連携して現場パトロールを実施する等  

により、石綿障害予防規則の遵守を図る。その際に、併せて、ばく露防止対策  

等の実施内容の掲示についても、必要な指導を行う。   

（イ）アスベストの早期全面禁止  

「石綿製品の全面禁止に向けた石綿代替化等検討会」の報告（平成18年1  

月）を踏まえ、アスベスト製品の製造等を禁止することとし、新設の設備につ  

いてアスベスト製品の使用を認めないこと、ただし国民の安全の確保上実証試  

験等が必要なものについては例外的に禁止を除外することについて、関係政令  

の整備を18年度中に実施することとしており、その内容の周知を図る。また、  

アスベスト製品の製造・使用等を行っている事業者に対しこ全面禁止の法令整  

備を待つまでもなくアスベスト製品の製造等を中止するよう指導を行う。   

（ウ）健康管理対策の推進  

アスベストに係る労働者の健康管理の充実を図るため、アスベストばく露り   

スクが高いと考えられる業種を重点として、石綿障害予防規則に基づく健康診  

断の実施等の徹底を図るとともに、その際に、併せて、すでに退職した者につ  

いてもアスベスト健康診断を実施するよう事業者に対して要請を行う。また、  

リーフレット等を活用し、アスベストに係る健康管理手帳制度の周知を図る。  

さらに、アスベスト取扱い作業等に従事していた退職者であって、事業場の  

廃業等で健康診断を受けることができない者を対象として行われる特別健康診  

断の推進を図る。   

イ 労働災害を減少させるための施策の展開  

重大災害を防止し、労働災害の大幅な減少を図るため、労働安全衛生法の改正  
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を踏まえて、安全衛生管理体制の強化、リスクアセスメント及び労働安全衛生マ  

ネジメントシステムの普及促進を図るとともに、業種等の特性に応じた労働災害  

防止対策を推進する。  

（ア）安全衛生管理体制の強化等  

労働災害防止を進めるためには、まず、経営トップ等が率先して対策に取り  

組むことが重要であることから、局署の幹部が、様々な機会を活用し、経営ト  

ップ等に対して直接指導を行う。  

また、企業の自主的な安全衛生管理活動を促進するため、．総括安全衛生管理  

者の職務の追加、安全衛生委員会の調査審議事項の拡充、安全管理者の選任時  

の資格要件の追加、職長等の教育カリキュラムの拡充を内容とする規則改正の  

周知徹底を図る。  

（イ）リ・スクアセスメント、労働安全衛生マネジメントシステムの普及促進等  

事業場における危険性・有害性が多様化している中、事業場の安全衛生水準  

の向上を図り労働災害を減少させるためには、リスクアセスメントを行うこと  

が必要であることから、今般の労働安全衛生法の改正によりリスクアセスメン  

トの実施が努力義務とされたところであり、「危険性又は有害性等の調査等に  

関する指針」（平成18年3月10日付け危険性又は有害性等の調査等に関する  

指針公示第1号）に基づき、その実施が図らすしるよう、計画的に周知、集団指  

導及び個別指藩を行う。  

さらに、労働安全衛生マネジメントシステムについても、業種別団体等を通  

じた支援、本システムの普及のための協議会を発足させる等により、事業者、  

事業者団体等による自主的な取組の促進を図る。また、新設された計画届の免  

除制度について、上記協議会等を活用した周知を行うとともに、別途示すとこ  

ろにより制度の適切な運用を図る。  

なお、リスクアセスメントは事業場規模に関わらず労働災害防止上有効であ  

榊－－－－・・‥－－▼－るエと盈踏患え、－座連盟模婁巣後に対⊥二こも一息廓飽に風知、⊥集団猫導及び胤・－・－－一一  

別指導を行う。また、安全管理特別指導事業場等の安全衛生改善計画について  

も、別途示すところにより、リスクアセスメントを含めるなど、効果的な改善  

措置の実施を図る。さらに、重篤な労働災害を発生させた中小規模事藻場等に  

対しては、リスクアセスメント等を主な内容とする安全衛生診断・等の対象とす  

るなどにより自主的な安全衛生管琴活動の推進を図る。  

（ウ）製猿楽等における労働災害防止対策の推進  

改正労働安全衛生法において義務付けられた製造業の元方事業者による連絡  

調整等の措置について、監督指導等による徹底を図るとともに、製造業の元方  

事業者による総合的な安全衛生管理のための指針について、周知を行う。  

また、増加する派遣労働者の労働災害を防止するため、派遣元・派遣先双方  

－¶【「．＿．，．，…．¶▼＿－【に赦して，、」俄業安定行政と連携，しつ二つ集団指導尊によ』一党働安全衛生法上の嵐 

務の周知徹底を行うとともに、災害発生状況の的確な把握及び派遣元・派遣先  

の責任区分に応じた再発防止対策の徹底について指導を行う。  

特に、中規模製造業に対しては、平成17年度に実施した自主点検に基づく  
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取り組み状況等を踏まえ、個別指導等を実施する。  

また、あらゆる機会を捉え、小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業の周   

知を図る。  

（ェ）爆卦・火衰災害防止対策の推進  

爆発、火災災害が頻発している鉄鋼関連施設、石油関連施設等に対しては、   

設備の定期自主検査やリスクアセスメントを的確に実施するよう、労働安全衛   

生法第78条に基づく安全衛生改善計画の作成を指示するなど、監督指導等を   

行う。また、改正労働安全衛生法において新たに設けた、注文者による請負人   

への危険有害情報の提供義務についても、併せて、周知、集団指導及び個別指   

導を行う。  

（オ）交通労働災害防止対策等の推進  

関係災害防止団体と連携し、交通労働災害防止ガイドラインの周知徹底を図   

るとともに、好事例の収集、モデル事業場の育成等の支援を行う。  

また、陸上貨物運送事業では、荷役作業中の墜落・転落災害が多発している   

こと等から、リスクアセスメントの実施等について、計画的に周知、集団指導   

及び個別指導を行う。  

さらに、多発している高速道路の料金収受員のETCレーン横断中の災害を   

防止するため、関係通達に基づき、高速道路会社等に対し、計画的な安全対策   

の実施等について個別指導を行う。  

また、全国の鉄道事業者に対して、昨年4月のJR西日本福知山線脱線事故   

を受けて実施した自主点検の結果を踏まえ、安全衛生管理体制の適切な療築等   

について個別指導等を行う。  

（カ）建設業における労働災害防止対策の推進  

建設業総合対策に基づく指導等を実施するとともに、リスクアセスメント等   

の普及促進を図るため、計画的に、周知、集団指導及び個別指導を行う。また、   

建設業においては店社と現場とが一体となった管理が必要であることを踏ま   

え、店社に対する重点的な働きかけとそれを踏まえた現場に対する指導を行う。  

また、関係業界団体と連携の上、中小総合工事業者、専門工事業者等に対す   

る支援を行う。  

さらに、建設業における死亡災害において、依然として木造家屋等低層住宅   

建築工事やビル建築工事における墜落災害の占める割合が高いこと等から、足   

場先行工法について、様々な機会を活用し徹底を図るとともに、手すり先行工   

法について、労働災害防止団体と連携するなどにより、周知を行う。  

その他、上下水道等工事における土砂崩壊災害を防止するため、土止め先行   

工法に関するガイドラインについて、発注機関等との連絡協議会等を活用し周   

知を行う。  

（キ）機械設備の安全化の促進  

機械設備の使用事業者等に対して、「危険性又は有害性等の調査等に関する   

指針」及び「機械の包括的な安全基準に関する指針」に基づく取組を促進する   

ため、計画的に周知及び集団指導を行う。  
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また、プレス機械災害については、近年増加傾向にあることから、管内にお  

ける災害発生状況、機械設置状況等を踏まえ、プレス災害防止総合対策に基づ  

き、的確な指導等を実施するとともに、別途送付するプレス機械災害防止対策  

をまとめたマニュア／レを活用しリスクアセスメントについて指導するなど、プ  

レス機械災害防止対策の徹底を図る。  

（ク）第三次産業における労働災害防止対策の推進等  

第三次産業における業種別の労働災害防止のためのガイドラインについて、  

様々な機会を活用し周知徹底を図る。  

特に、第三次産業での死傷災害の約3割を占める卸売・小売業等について、  

当該業界団体等に対して、努力義務対象業種へのリスクアセスメントに係る指  

導を含む労働災害防止対策の推進のための指導を実施する。  

ウ 労働者の健康を確保するための施策の展開  

（ア）過重労働による健康障害防止のための対策の推進  

過重労働による健康障害を防止するため、改正労働安全衛生法において新た  

に設けた面接指導制度の周知徹底を図るとともに、「過重労働による健康障害  

防止のための総合対策」（平成18年3月17日付け基発第0317008号）に’基づき、  

労働時間管理、健康管理等に関する法令の遵守徹底のための監督指導等を実施  

し、過重労働による業務上の疾病を発生させた事業場に対しては再発防止の徹  

底等の指導を行う。  

（イ） メンタルヘルス対策の推進  

改正労働安全衛生法において新たに設けた面接指導制度において、医師によ  

る面接を行う際にをまメンタルヘルス面にも留意することとしており、面接指導  

制度の周知や指導を行う際には併せてその周知徹底を図る。また、改定し新た  

に示した「事業場における労働者の心の健康の保持増進のための指針」につい  

て、あらゆる機会を捉えて効果的な周知を図るとともに、事業場に対するメン  

え坐二迎ろ対策支援事業二堅▼【〔迦健康問題j⊆よ乃二鮭業【した労働者免職場復児支…－00  
，一．，，、．一，，．－¶－－－、＋「－－－▼，州－－，。－，｛  

援の手引き」についても、併せて、周知を図る。  

また、産業保健推進センター、地域産業保健センター及び労災病院における  

メンタルヘルスに関する相談の利用促進を図るとともに、地域産業保健センタ  

ーにおいて実施されている働き盛り層のメンタルヘルスケア支援事業につい  

て、都道府県等との連携を図りつつ適切な実施を促進する。  

さらに、自殺予防マニュアル等を活用し、労働者の自殺予防に必要な知識の  

普及・啓発を図るとともに、産業医等と精神科医等のネットワークの形成を図  

るため、地域における精神科医等を対象として行う産業保健研修の周知を図る。  

（ウ）職場における着実な健康確保対策の推進  

労働安全衛生法が改正され、過重労働・メンタルヘルス対策の充実強化が図  

れたこと▼を踏患え、面接綴導制度の趣  

メンタルヘルス対策の推進体制の整備、衛生委員会等を活用した事業場の自主  

的な過重労働・メンタルヘルス対策への取組みの推進等を図るため、集団指導  

等を実施する。その際、産業医や衛生管理者の適正な選任や活動の活性化につ  

ー21－   



いても指導を行う。  

小規模事業場に対しては、地域産業保健センター事業、産業医共同選任事業、  

′J、規模企業の経営者のための産業保健マニュアル等の一層の利用促進につい   

て、指導を行う。特に、地域産業保健センターについては、平成20年4月の   

面接指導制度の小規模事業場への適用に向けて、あらゆる機会を捉えて、その   

周知に努めるとともに、郡市区医師会に対して適切な支援を行い、／j、規模事業  

場における面接指導の実施体制の整備を図る。  

新たに義務付けられた特殊健康診断結果の労働者への通知とともに、健康診  

断の実施及びその結果に基づく事後措置の徹底を図る。また、事業場において   

労働者の健康情報の取扱いが適切に行われるよう、「雇用管理に関する個人情   

報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項」の周知を図る。  

（ェ）職業性疾病予防対策等の推進  

粉じん障害防止対策については、第6次粉じん障害防止総合対策及び「ずい   

道等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン」に基づく対策の徹底  

を図るための監督指導等を実施するとともに、その際に、併せて、新規格に基   

づく防じん、防毒マスクの適正な選択、使用等について周知を図る。  

屋外作業のある事業場において監督指導等を実施する際には、新たに策定し   

た「屋外作業場等における作業環境管理に関するガイドライン」の周知を図る。  

介護福祉事業等において腰痛が増加していることから、「職場における腰痛   

予防対策指針」について、集団指導により周知を図るとともに、介護事業場に  

対する監督指導等の機会を捉えて効果的な周知を図る。  

電離放射線障害防止対策については、特に原子力施設に対し、下請事業場を   

含めた総合的な安全衛生管理体制の確立、被ばく低減化の徴底等を図るための  

監督指導等を実施する。  

（オ）化学物質による健康障害防止対策の推進  

改正労働安全衛生法において新たに設けた化学物質の表示・文書交付制度、   

「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」（平成18年3   

月30日付け危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第2号）及び有害物  

ばく露作業報告制度について、管内の実態に応じ、局において、化学物質を製  

造し又は取り扱っている事業者を対象とした説明会を開催することなどにより  

周知及び指導を図る。  

また、必要に応じ、併せて、ダイオキシン類対策、眼・皮膚障害防止対策、   

塩素中毒災害防止対策、造船業における有機溶剤中毒予防対策、一酸化炭素中  

毒災害防止対策等についても周知を図る。  

（カ）職場環境の快適化の推進  

喫煙対策ガイドライン等に基づき、受動喫煙防止対策について指導等を行い、   

特に、喫煙室の設置等喫煙場所の確保が困難な場合などは、事業場を全面禁煙  

とするよう事業者に対して勧奨する。  

また、快適職場推進計画の認定制度の周知を図る。  

エ 登録教習機関等に対する監査指導の徹底  
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登録教習機関等については、依然として重大悪質な不正事案が相次いで発覚し  

ていることから、監査指導を適正かつ迅速に実施し、不正事案を把握した場合に  

は、司法処分も含め厳正に対処する。   

（4）労災補償対策の推進  

ア 労災保険給付の迅速・適正な処理  

労災保険給付の請求については、引き続き、標準処理期廟内の迅速な事務処理  

に努める。このため、署管理者の進行管理の徹底を行うとともに、長期未決事案  

の多い署の管理者に対する局の個別指導により迅速かつ適正な処理の推進を図  

る。  

また、事業主を始めとする関係者から十分な協力が得られない場合等には、労  

災保険法に基づく権限を適切に行使する等迅速かつ適正な調査を実施する。  

労災診療費につ∨、ては、会計検査院による指摘が多い項目について重点的に審  

査を行うなど、引き続き適正な審査を実施することはもとより、平成18年度の  

労災診療費算定基準の改正に∧ついての医療機関への周知の徹底、誤請求の多い医  

療機関への指導等により、診療費の適正払いの一層の推進を図る。  

イ 制度改正事項の的確な実施  

平成18年4月1日か▲ら施行される新たな通勤災害保護制度について、また、  

同じく平成18年4月1日に改正される障害（補償）給付に係る障害等級表及び  

障害等級認定基準に基づき適正な事務処理に努めるとともに、労働者、事業主、  

医療関係者等に対して十分な周知を行い、新制度の円滑な実施を図る。  

ウ 労災かくしの排除の徹底  

労災かくしについては、第163回特別会の衆議院厚生労働委員会及び参議院  

厚生労働委員会において附帯決議がなされているところであり、対策について6  

月を目途に周知・広報等の方策を含めた通達を別途発出する予定であるが、それ  

までの間、引き続き、労災かくしの排除を徹底するため、労災担当部署や安全衛  

生担当睾馳，1壬ゝ＿＿整簸蚤車型麺選等量逢じて整災かくし聖経セユ嬰ある婁案遷∵－－▼…＿，「＿…－ －－＿一 

把握した場合や、虚偽の死傷病報告が発覚した場合などは、速やかに監督担当部  

署へ情報提供するなど、各部署の密接な連携を図る。  

また、労災かくしの排除を期すため、引き続き、的確な監督指導等を実施する  

とともに、その存在が明らかとなった場合には、司法処分を含め厳正に対処する。  

エ アスベストによる健康被害者の救済等  

（ア）アスベスト救済法の円滑な施行  

中皮腫、肺がん等により死亡した労働者の遺族であって時効により労災保険  

法に基づく遺族補償給付を受ける権利が消滅した者に射し、新たに特別遺族給  

付金を支給すること等を内容とするアスべスート救済法について、広く周知を図  

るとともに、効率的な事務処理体制等の整備を図る。  

」軋一重垂靂塞基準些運恩讐 
－＿．．－ 

今後も増加が見込まれるアスベスト疾患に係る労災請求については、改正認  

定基準に基づき迅速・適正な事務処理に努める。   

また、労働者、事業主、医療関係者等に対して、改正認定基準及び労災補償  

ー23－   



制度に関するリーフレットを配布すること等により、アスベスト疾患に係る労  

災補償制度の周知を図る。   

オ 労災認定等を踏まえた労働災害再発防止対策の推進  

労災担当部署においては、労災請求・認定事案について、必要に応じ監督担当  

部署及び安全衛生担当部署に情報を提供し、各部署においては事案の内容に応じ  

て当該事業場に対して再発防止のための指導等を実施するなど、労働災害防止対  

策の推進のため、監督担当部署、安全衛生担当部署及び労災担当部署の密接な連  

携を図る。   

カ 行政争訟に対する迅速・的確な対応  

審査請求の処理に当たっては、的確かつ計画的な審理を行うとともに局管理者  

の適切な進行管理を徹底することにより、3か月以内の処理を図る。  

訴訟追行については、事案に応じて的確に事実関係を立証するための証拠収集  

等を迅速に行うとともに、法務当局との密接な連携の下、医学的経験則、認定し  

た事実に基づいた論理的かつ分かりやすい主張・立証を行う等的確な対応に努め  

る。   

キ 労災年金相談所の活用等  

重度被災労働者に対する介護施策を推進するため、労災特別介護施設（ケアプ  

ラザ）入居に係る広報活動を強化するとともに、労災年金相談所とのより一層ゐ  
連携を図り、積極的な利用を促す。  

また、労災年金受給者等からの相談及び援護についても引き続き、労災年金相  

談所の活用を図る。  

3 職業安定行政の重点施策  

（け職業安定行政における数値目標の設定  

職業安定行政における数値目標の設定については、平成16年度より実施してき   

たところであるが、平成18年度からは、PDCAサイクノりこよる目標管理を行う   

ことにより、①女定所職員の参画に基づく、職員の自主性を発揮した業務運営を実   

現するとともに、②本省一労働局間、労働局一安定所聞及び安定所内部の活発なコ   

ミュニケーションを通じた安定所の機能強化を図ることとした。  

このため、目標を設定する項目の一部（「地方計画策定項目」）について、労働   

局及び公共職業安定所ごとの目標値を設定することとし、これを踏まえて厚生労働   

省としての目標設定を行うこととする。  

なお、それ以外の項目（「目標設定項目」）については、平成17年度同様に、   

定期的な実績把握を行いつつ、適宜、必要な対応をとるものとする。  

具体的な目標項目は以下のとおりである。   

○地方計画策定項目…労働局・安定所ごとに計画を策定し、PDCAサイク／レによ  

る管理を行うもの   

・ 就職率  

公共職業安定所の紹介により就職した者の新規求職者に対する比率について、  

32％以上を目指す。  
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・雇用嘩険受給者の早期再就職割合   

基本手当の支給残日数を所定給付日数の3分の2以上残して早期に再就職する   

者の割合を16％程度に引き上げることを目指す。  

・ 障害者の就職件数   

平成17年度の就職件数と比較して2，500件の増加を目指す。  

・ フリーターの常用雇用者数  

フリーダー25万人常用雇用化プランの達成を目指すべく、公共職業安定所に   

おいて、同プラン対象者につき12．7万人（トライアル雇用によるものを除く。）   

の常用雇用化を目指す。  

○目標設定項目…労働局・安定所ごとに計画を策定することは求めないが、本省と  

しての目標値を示し、実績を把握したうえで必要に応じて指導するもの  

・ 再就職支援プログラム開始件数、就職率  

再就職支援プログラム開始件数8万件以上、就職率70％以上の確保を目指す。  

・ 

就職実現プラン作成件数12万件以上、就職率50％以上の確保を目指す。  

・ 新規高卒者内定率  

平成17年度以上の確保を目指す。  

・若年・中高年・障害トライアル開始者数、常用移行率   

若年者等試行雇用（トライアル）事業について、開始者数66，000人以上、   

常用雇用移行率80％以上を目指す。 

中高年齢者試行雇用（トライアル）事業について、開始音数5，600人以上、   

常用雇用移行率75％以上を目指す。  

障害者試行雇用（トライアル）事業について、開始音数6，000人以上、常   

用雇用移行率80％以上を目指す。  

・ 年齢不問求人割合  

軍現＿！＿乳隻産も∈阜qr％旦圭一と＿班長主＿と＿を旦登主望   

未充足求人フォローアップ   

求人受理後3週間を経過しても応募者がいない求人すべてについてフォローア  

ップ実施を目指す。  

雇用形態が正規労働者（正社員）である求人（※）の充足率   

前年度以上の割合の確保を目指す。  

（※：一般職業紹介要領（平成16年11月）127頁参照）   

300人以上規模企業のうち、65歳以上の高年齢者雇用確保措置を講じてい  

る企業の割合   

平成19年4月1日時点で40％以上を目指す。   

障害者雇用率達成企業数割合  

平成20  吠逸麹登軽重りてL旦旦払を超える芸  

それに向け、平成18年の障害者雇用状況報告においては、前年を上回ることを  

最低限確保する。   

平成19年の障害者雇用状況報告においては、平成17年と比較して5％ポイ  
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ント（障害者雇用数が1人不足している企業の15％削減に相当）の上昇を目指  

す。  

（2）雇用情勢が厳しい地域に重点化した雇用対策の実施   

雇用情勢の地域差に対応するためには、地域が自発的に、創意工夫を活かしなが   

ら、雇用創造に取り組んでいくことが必要であるがし特に、雇用の改善の動きが弱   

い北海道、青森県、秋田県、高知県、長崎県、鹿児島県、沖縄県の7道県に対して、 

地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村等の取組を支援する「地域雇用創造支援  

事業」等について重点的・集中的に実施し、地域の取組を支援することとトている。   

ア 地域雇用開発活性化事業の重点的配慮  

地域における雇用の改善、2007年間題の対応等のため、中小事業主団体等   

による地域の実情を踏まえた高年齢者の活用、後継者の確保等を由る取組を支援   

する。（7道県の配分比率を30％とする。また、地域の意向・ニーズを踏まえ   

た柔軟な運用を行う。）   

イ 地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村等の取組を支援する「地域雇用創   

造支援事業」について、7道県に重点的に配慮   

（ア）地域雇用創造バックアップ事業の実施  

雇用創造のための構想を策定しようとする市町村等に対して、その企画段階  

において、専門家による助言や参考となる成功事例の紹介等の支援を行う。（7  

道県の配分比率を50％に引き上げる。）   

（イ）．地域提案型雇用創造促進事業の実施  

雇用機会の少ない地域において、地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村  

等の取組を促進するため、コンテスト方式により選抜された雇用創造効果の高  

い事業に取り組む市町村等に対しその事業の実施を委託する。（7道県の配分  

比率を50％に引き上げる。）   

（ウ）地域創業助成金  

サービス分療及び市町村等が自ら選択した重点分野において創業する者に対  

して、創業及び雇入れに係る助成を行う。  

（7道県について、助成率を50％に引き上げる。）   

ウ 受給資格者創業支援助成金及び中小企業基盤人材確保助成金  

雇用保険の受給資格者の自立を促進する受給資格者創業支援助成金及び独立行   

政法人雇用・能力開発機構が支給を行う中小企業基盤人材確保助成金を拡充し、   

雇用情勢が厳しい地域（地域雇用開発促進陰に基づく雇用機会増大促進地域）に   

おいて、重点的に雇用の受け皿作りを推進する。  

（3）雇用のミスマッチ縮小等のための雇用対策の推進   

ア．公共職業安定所における的確な求人・求職のマッチング  

公共職業安定所において、地域の労働市場の状況、求人者や求職者のニーズ  

などを踏まえつつ、的確に求人・求職のマッチングを図ることとし、公共職業   

安定所の求職者の就職率（公共職業安定所の紹介により就職した者の新規求職  

者に対する比率）について目標を設定し、その達成を目指す。  
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とりわけ、雇用保険受給者の早期再就職の促進に努め、受給資格者のうち早  

期に就職した者の比率（基本手当の支給残日数を所定給付日数の3分の2以上  

残して再就職手当を受給した者の受給資格決定件数に対する比率）に係る目標  

を設定し、．その達成を目指す。   

また、多くの求職者が正社員としての就職を希望していることを踏ま■え、特に  

雇用形態が正規労働者（正社員）となっている求人について、穣極的な求人開拓  

やマッチングの実施により、その充足率（公共職業安定所により充足した者の新  

規求人数に対する比率）の向上に努める。  

（ア）公共職業安定所の特性、ノウハウを活かした職業相談・紹介の実施  

求職者に対しては、職業相談を通じて希望する雇用形態をはじめとする求職   

者のニーズや状況の変化率十分に把握し、適時適切な職業紹介等の就職支援を   

実施する。また、求人者に対しては、・求人内容を詳細かつ的確に把握し、適切   

な求職者の紹介に努めるとともに、条件の緩和指導等により充足を図る。さら   

に、必要に応じ、事業所説明会の開催等求人者と求職者と鱒根室理解を深める   

場を設けるなど、きめ細かな職業紹介等を通じ、積極的に、的確な求人・求職   

のマッチングを図る。  

（イ）労働市場の的確な分析及び情報の提供  

それぞれの労働市場における職種、能力、経験等のミスマッチの状況を的確   

に分析し、円滑なマッチングにつなげるよう、求人者及び求職者に対して、求   

人賃金の水準をはじめとして、地域の実情にあった効果的な情報提供を徹底す   

る。  

（ウ）効果的な求人開拓の実施  

求職者のニーズに比べて相対的に不足している職種や正社員求人などの就職   

に資する求人に重点を置いた求人開拓や個別の求職者の希望に応じた個別求人   

開拓を効果的・効率的に実施するとともに、開拓した求人のフォロ∵アップを   

雇用保険受給者の早期再就職を促準するため1公共職業安定所等において、   

雇用保険受給者の就職意欲の喚起・維持を図るとともに、早期再就職のために   

必要な求職活動に当たっての心構えの確立や労働市場情報の理解の促進等を図   

るための就職支援セミナーを効果的に開催する。  

また、雇用保険受給者を対象とする初回誇習においては、冒頭に当該講習の   

趣旨を必ず説明するとともに、求職活動の流れや労働市場の状況等の説明には、   

資料や映像を活用するなど効果的な実施を図る。  

（オ）労働市場圏を踏まえた関係局・′所の連携の強化  

労働市場圏の拡大、変化に対応し、労働局、公共職業安定所の管轄を越えた  

＿▼【，垂A∴垂興野連嬰屋ヱど要とど登鱒各を担〕＿，閤壁最∴改選嬰連壊登重要す冬旦 

イ 求職者の個々の状況に的確に対応した公共職業安定所の就職支援  

（ア）個々の求職者の状況に応じた個別総合的なサービスの提供  

早期再就職の緊要度が高い求職者に対して、企業の人事労務管理に関する知  
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識・経験を有する者等からなる就職支援ナビゲーターによる体系的かつ計画的   

できめ細かな就職支援を行う再就職支援プログラムを実施する。  

また、就職意欲が高い求職者に対して、再就職に向けた求職活動計画（就職   

実現プラン）を作成して個別総合的な相談援助を実施する。  

さらに、長期失業化を未然に防止するべく、担当制によるきめ細かな支援を  

実施する。  

（イ）子育てする女性に対する再就職支援の充実  

マザーズハローワーク（全国12都市）において、子供達れで相談しやすい   

環境を整備し、地方公共団体等との連携による子育て情報の提供、個々の求職   

者の置かれている状況に応じた就職実現プランを策定するとともに担当者制に  

よる一貫した支援を行う。  

また、地方公共団体や雇用均等行政等子育て女性の就職支援に取り組む関係   

者による協議会を開催し、就職支援や子育て支援に関する各種情報の共有を図   

るとともに、就職支援に係る具体的な連携の在り方を協議し、地域の関係機関   

の連携の下、子育てをしながら就職を希望する者に対する総合的な支援を実施  

する。  

り 的確な公共職業訓練の活用  

（ア）公共職業訓練に関する情報提供  

能力のミスマッチを解消するためには、能力開発が必要な求職者に対し、人   

材ニーズに基づいて職業訓練を活用するよう、公共職業訓練情報を積極的に提  

供する。  

（イ）的確・早期の受講あっせん  

職業訓練の受講が有効な求職者に対して、求職活動期間のなるべく早期に受   

講のあっせんを行うよう努める。訓練コースの選定に当たっては、求職者の意   

思を尊重しつつも、十分な職業相談を行い、本人の適性・能力・職業経験等を   

的確に把握した上で、各訓練コースの内容・水準、地域の労働力需給動向等を   

総合的に勘案し、当該求職者が適職に就くために必要と判断される場合に、当   

該職業訓練の受講をあっせんする。  

その際、公共職業安定所に配置されている能力開発支援アドバイザーと連携  

してキャリア・コンサルティングを実施する。  

（ウ）求人セット型訓練の活用  

求人企業に委託する求人セット型訓練は、再就職促進効果が高いことを踏ま   

え、求人開拓や求人受理に当たって、積極的な活用を勧奨する。求人セット型   

訓練の設定については、一（独）雇用・能力開発機構都道府県センターの能力要   

件明確化アドバイザーと連携して、求人企業の求める能力要件の明確化及びそ   

れに基づく効果的な訓練コースの設定に努める。  

（エ）複数回受講指示の活用  

訓練受講修了者については、キャリア・コンサルティング等を踏まえ、更な  

る能力開発が必要な場合は複数回受講指示等を行う。  

（オ）求職から就職に至るまでの一貫・した支援  
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求職者の早期再就職を促進するため、求職から、相談、訓練受講、職業紹介、  

就職に至るまでの…賞した支援を実施する。  

このため、（独）雇用・能力開発機構都道府県センター及び都道府県職業能  

力開発校に配置されている巡回就職支援指導員と連携し、委託訓練受講申の者  

に対する就職支援を実施するとともに、個別求人開拓の実施、合同就職面按会  

等を行い訓練受講者や修了者の早期就職を図る。  

エ 未充足求人のフォローアップの徹底等求人者サービスの充実  

求人受理後3週間を経過しても応募者がいない求人を提出しているすべての事  

業主に対し、何らかの接触を行うとともに、必要に応じ、その求人が未充足とな  

っている原因を分析の上、求職者情報の提供、求人条件の緩和指導、．事業所見学  

会等の積極的関与を行う。  

その際、多くの求職者が正社員としての就職を希望していることを踏まえ、  

未充足の正社員求人については、原因を分析の上、積極的なマッチングに努め  

ると八ともに、レ未充足の主たる原因が非正社員求人であることと考えられる求人  

については、可能な限り正社員求人となるよう求人条件の変更を促す。  

また、労働市場の動向や求職者ニーズを踏まえた、就職に結びつきやすい求人  

条件を提案するなど求人充足の緊要度の高い求人事業主に対するコンサルティン  

グを実施する。  

オ 業種・職種間ミスマッチ対策の充実  

希望する求人の範囲が極端に狭い、又は範囲が特定できない等の理由により有  

効適切な求職活動ができずにいる求職者に対し、効果的な求職活動のノウハウや  

留意事項の提供、求人が多く就職可能性の高い業種や職種への求職活動の方針転  

換の促進等のため∴業界別アドバイザーを活用してセミナーの開催等の集団指導  

や適職選択支援員による個別具体的な助言・相談を行うことにより求人と求職の  

ミスマッチの解消を図る。  

、むJiく人前昔制限に舟山撞荘  

年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けて、公共職業安定所における年齢  

不問求人の割合を高めるべく、求人開拓や求人受理の際に、個別企業に対して制  

度の説明、指導等を行う。  

また、労働者の募集及び採用の際、事業主が年齢制限をする場合には、その理  

由を提示するよう徹底を図る。  

キ 失業者向けのサービスの提供  

（ア）生活関連情報の一元的な提供  

失業に直面した際に生ずる社会保険、税制、住宅、教育、育児、心の悩み等  

の生活関連情報について、相談及び助言を行う生活関連情報相談コーナーを大  

都市圏の公共職業安定所に引き続き設置するとともに、ハローワークインター  

を活用【L、生活関連情報の提供を行＿ま。＿，．，，，＿【▼【†．－－＿，＿＿ ビス  

（イ）就職支援アドバイザーによるコンサルティング   

失業による心理的不安を解消するため、公共職業安定所のコンサルティング   

コーナーにおいて、就職支援アドバイザーによるコンサルティングを実施する。  
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ク 雇用調整に対する的確な対応   

（ア）成長分野を中心とした円滑な労働移動の支援  

雇用調整を予定している企業の動向の把握に努め、大量雇用変動届又は再就  

職援助計画の作成及び労働移動支援助成金の活用を含め、離職を余儀なくされ  

る労働者の再就職促進のための支援の実施が適切に行われるよう指導する。  

また、人口減少社会の下で、今後の成長産業や発展分野に労働者が雇用され  

ていくことが求められていることから、今後の国民経済の発展にとって望まし  

いと考えられる分野（新規・成長15分野）への円滑な労働移動の推進を図る。   

（イ）雇用再生集中支援事業の実施  

不良債権処理については目途がつきつつあるが、不良債権処理の多くが民事  

再生等の「再建型」によって行われる中で、雇用調整が今後行われるおそれが  

あることから、平成18年度においても雇用面への影響について管内状況の的  

確な把握に努め、不良債権処理の影響により雇用調整を行う事業主に対しては  

雇用調整方針の作成・届出を積極的に働きかけるとともに、雇用調整方針対象  

者に対しては求職活動に対する個別のニーズを把握し、（財）産業雇用安定セ  

ンター等関係機関との連携の下、体系的な再就職支援策の円滑かつ適切な実施  

を図る。   

（ウ）雇用の維持確保に対する支援  

雇用調整助成金の活用を通じ、景気の変動等、経済上の理由により、事業活  

動の縮小を余儀なくされ一時的に休業等又は出向を行うことにより雇用の縫持  

確保を図る事業主を支援する。   

ケ 青年海外協力隊員に対する就職支援  

職業安定機関と国際協力機構の連携を強化し、国際協力機構が帰国3ケ月前の   

隊員に対して行う進路希望票等を活用した就労支援の実施、隊員向け合同就職面   

按会の実施、隊員向けハローワーク利用の手引きの作成・配布等を行い、・隊員に   

対する就労支援を強化することとする。  

（4）民間や地方公共団体との共同・連携による就職支援 

ア 成果に対する評価に基づく民間委託による長期失業者の就職支援  

長期失業者について、11都道府県（北海道、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛   

知、京都、大阪、兵庫、奈良及び福岡）において、緊急雇用創出特別基金を活用   

して就職支援から就職後の定着指導までを民間事業者に包括的に委託している   

が、新たに、宮城、広島を加え13都道府県において実施することとする。   

イ 労働分野における国と地方公共団体との連絡窓口について  

都道府県労働局に設置している地方公共団体との連絡窓口について、職業安   

定部長は連絡責任者として、地方公共団体との連携・協力に努め、雇用対策を   

はじめとする国の労働政策との連携一協力について、地方公共団体における要   

望や検討状況の的確な把握に努める。また、雇用対策における労働局との連携   

・協力についての要望等を把握した場合には、その実現可能性について検討し、   

可能な範囲で実施するとともに、雇用対策以外の労働分野についての要望等に   

ついても、労働局内の関係課室において適切に検討が行われるよう関係課室に  
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確実に伝達するなど、迅速かつ円滑に対応する。  

り 地域職業相談室等の設置による市町村と連携した職業紹介・相談  

（ア）地域職業相談室  

市区町村の要望や公共職業安定所の設置状況を勘案し、公共職業安定所と市  

区町村が共同で運営する地域職業相談室を設置し、市区町村の相談・情報提供  

業務と連携した職業相談、紹介を・実施する。  

（イ）高年齢者職業相談室  

市区町村と共同で運営している高年齢者職業相談室について、その運営状況  

を踏まえて、配置の見直しを進める。  

エ 地方公共団体が行う職業紹介との連携・協力  

地方公共団体の行う無料職業紹介事業について、地方公共団体の要請がある場   

合には、求人者が公開に同意している求人情簸の提供等の連携、協力を行う。  

また、地方公共団体が、官民共同窓口の設置を希望する場合には、公共職業安   

牢所や華華等を節奏した上で）可韓な鞄囲で対応を検討する。  

オ 都道府県の企画・立案による求職活動の支援  

求職活動援助地域において、都道府県の企画・立案による実施方式によって、   

求職活動を支援するための事業を事業主団体等に委託して実施する。  

カ 地域の労使による就職支援事業の推進  

民間の労使が相協力して地域の雇用の改善のための事業を行う「地域労使就職   

支援機構」に、地域における失業者等の再就職の促進に資すると認められる事業   

などを委託する。  

キ 雇用関連事業ワンストップサービスについて  

雇用関連情報コーナーを活用し、地方公共団体、独立行政法人、公益法人等   

が実施している雇用関連事業について、引き続き利用者の立場に畢ったワンス   

トップサービスを推進する。さらに、ハローワークインターネット上での雇用  

関連情報インターネット検索について周知に努  畳麹置屋旦選連  、－▲一  
めるとともに  

情報を積極的に収集し、雇用関連情報データの充実を図る。  

ク 雇用関係情報の積極的提供  

官民連携した雇用情報システヰである「しごと情報ネット」については、引き  

続き利用者にとってよりみやすく、硬いやすいサイトにするための改善を進める  

とともに、民間の労働力需給調整機関や地方公共団体等に対し積極的に参加及び  

求人情報の提供の働きかけ・を行う。  

また、引き続き、ハローワークインターネットサービスによる求人情報の提供  

を的確に実施していくこととする。  

ケ 国・地方公共団体・民間職業紹介機関による官民交流会の実施  

国・地方公共団体・民間職業紹介機関が一堂に会して、職業相談・職業紹介の  

選襲撃些．魅」些昼型労働力要笹軽選主星鷹垂変換等量民生宜最愛経会慶簑施史 
－＿．＿，、．「 

る。  

コ 市場化テストのモデル事業の実施  

市場化テストのモデル事業として、キャリア交流プラザ（5カ所）・及び若年者  
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版キャリア交流プラザ（1カ所）の公設民営、各地域の求人求職動向を踏まえた  

求人開拓の民間委託（3地域）を引き続き実施する。  

（5）良好な雇用機会の創出・確保   

ア 地域における雇用創造の支援   

（ア）地域再生雇用支援ネットワーク事業の実施  

自ら主体的に地域再生に取り組む市町村等を雇用面から総合的に支援する  

「地域再生雇用支援ネットワーク事業」を、関係機関と連携して推進する。特  

に、地域再生に取り組む市町村等に対するワンストップ窓口での対応、市町村  

等と公共職業安定所による情報・意見交換等を踏まえたニーズに対応した就職  

支援の実施などに積極的に取り組む。   

（イ）地域雇用創造バックアップ事業の実施（再掲）  

雇用創造のための構想を策定しようとする市町村等に対▲して、その企画段階  

において、専門家による助言や参考となる成功事例の紹介等の支援を行う。   

（ウ）地域提案型雇用創造促進事業の実施（再掲）  

雇用機会が少ない地域において、地域の雇用創造に自発的に取り組む市町村  

等の取組を促進するため、コンテスト方式により選抜された雇用創造効果の高  

い事業に取り組む市町村等に対しその事業の実施を委託する。   

（ェ）地域創業助成金（再掲）  

サービス分野及び市町村が選択した重点分野において創業する者に対して、 

創業及び雇入れに係る助成を行う。   

（オ）地域雇用開発晴性化事業の実施（再掲）  

地域における雇用の改善、2007年間題の対応等のため、中小事業主団  

体等による地域の実情を踏まえた高年齢者の活用、後継者の確保等を図る取  

組を支援する。   

イ 地域に密着した産業雇用の再生・強化  

（ア）総合的な建設労働対策の推進  

建設投資額の減少等により厳しい状況が続いている建設業について、労働者  

の就業・就労機会の確保を図るため、建設業界、独立行政法人雇用・能力開発  

機構等と密接な連携を図る。  

建設業界の情報を収集し、実態を把握するために、建設雇用改善推進員を積  

極的に活用し、その報告を踏まえ、建設雇用に係る各種情報提供等を建設業界  

に行うとともに、「建設雇用改善推進員都道府県連絡会議」を定期的に開催し、  

建設事業の雇用管理の実態、建設労働問題に関連する重要事項について把握し、  

建設雇用の改善の推進を図る。  

また、建設雇用に係る問題などに対応するため、「建設雇用改善推進会議」  

などを積極的に活用し、関係行政機関、独立行政法人雇用・能力開発機構都道  

府県センター、建設事業主団体等と連携を深める。  

労働力の需給調整機能の強化等を目的として昨年10月から施行された改正  

建設労働者雇用改善法に基づく建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者  

就業機会確保事業については、その周知を積極的に図るとともに、事業主団体  
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等からこれら事業の活用の相談等があった場合には、事業が活用できるよう情   

報提供、援助等を行う。  

また、独立行政法人雇用・能力開発機構都道府県センターと定期的に会議や   

研修を行うことにより、都道府県労働局及び公共職業安定所において独立行政   

法人雇用・能力開発機構都道府県センターが支給する建設関係助成金業務等た   

ついても熟知し、各都道府県労働局及び公共職業安定所に対する建設事業主か  

らの相談に対応できる体制を整える。  

（イ）林業労働力の確保対策の強化  

我が国林業を取り巻く環境の変化に対応するとともに、林業労働力の確保を   

図るため、林野庁等との連携の下、林業事業体の雇用管理の改善のための林業   

事業体に対する研修等を実施する。  

また、林業を希望する求職者が林業作業の体験等により林業への就業意識の   

明確化を図り、積極的に林業就業を選択し、定着することを支援する「林業就   

業支援事業」を実施する。  

さらに、林業振動障害軽快者の再就職促進対策を実施する。  

（ウ）「農林業をやってみよう」プログラムの推進  

就農等支援コーナー等により、農林業等への多様な就業希望に応えるべく、   

地方農政局、都道府県農林水産業主管部課及び関係団体等との連携のもとに求   

人情報の提供、職業相談・紹介、農林業等関連各種情報の提供等を行う。  

（エ）若者に対する農業就業の支援  

フリーター等の若者に対して、農業に関する就業支援情報を提供し、就農等   

支援コーナーセの職業指導を通’じて、職業選択の幅を広げ農業で働くことにつ   

いての意識甲明確化を図るとともに地方農政局、都道府県農林水産業主管部課   

及び関係団体等との連輝の下、多様な農業就業支援を実施する。  

り 良好な雇用機会の創出  

良鮭な雇用機会彪創出を図る息＿ぬ、一関係省圧、一関係団儀⊥都道庶県一席町杜ト…   

経済団体等と共同あるいは連携して、創業支援についての広報、相談、援助を行   

う。また、都道府県労働局が中心となって、関係団体との連携協力を図り、雇用   

関係助成金の一体的な周知、積極的な活用を図る。  

（ア）中小企業における雇用機会の積極的な創出（再掲）  

創業・異業種進出を行う中小企業が経営基盤の強化に資する人材を雇い入れ   

る場合の助成等を行う独立行政法人雇用・能力開発機構と連携するなど、雇用   

機会の創出の担い手である中小企業の人材確保・育成、魅力ある職場づくりを  

推進する。  

（イ）雇用保険受給資格者の創業に対する支援（再掲）  

雇用保険の受給資格者の創業に係る助成を行うことを通じ、その自立を促進   

また、当該助成を拡充し、雇用情勢が厳しい地域（地域雇用開発促進法に基   

づく雇用機会増大促進地域）において、重点的に雇用の受け皿作りを推進する。  

（ウ）高年齢者等の共同による創業に対する支援  
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●高年齢者等共同就業機会創出助成金を活用し、45歳以上の高年齢者等が共  

同して事業を開始し、継続的な雇用就業機会を創出した場合、当該事業主を支  

援する。   

（ェ）地域創業助成金（再掲）  

サービス分野及び市町村が選択した重点分野において創業する者に対して地  

域創業助成金を支給して支援する。   

（オ）地域雇用開発促進助成金  

同意雇用機会増大促進地域等において事業所を設置・整備し、求職者を雇い  

入れた事業主又は同意高度技能活用雇用安定地域において高度技能労働者を受  

け入れた事琴主に対し、地域雇用開発促進助成金を支給することにより、これ  

ら地域の雇用構造の改善を図る   

（カ）子育て女性起業支援助成金  

末子が12歳以下の子育て期にあり、かつ、雇用情勢の厳しい地域（有効求  

人倍率が全国平均を下回る都道府県）に住所を有している女性の起業に係る助  

成金を創設し、子育て期にある女性の起業を促進する。  

（6）雇用保険制度の安定的運営   

ア 適正な業務の運営  

雇用のセーフティネットとしての雇用保険制度の安定的運営を確保しつつ、そ   

の十分な機能発揮を図るため、改正業務取扱要領の施行及び早期再就職の∵層の   

促進のた●めの取組等を踏まえ、求職活動実績に基づく失業の認定、給付制限、職   

業紹介部門との連携等の一層的確な運用を行う。   

イ 私立学校教員に対する確実な適用  

雇用保険の被保険者となるべき私立学校の教員について、平成18年度の労働   

保険の年度更新の申告納付期限までに、確実に資格取得届を提出させる。   

ウ 不正受給の防止  

不正受給防止を徹底するため、基本手当初回受給者のうち一定割合を抽出する   

等の方法により不正受給防止のための調査を行う。   

エ 情報漏洩の防止  

雇用保険業務に係る保有個人情報の管理徹底や職員の意識啓発、各局ごとに策   

定している保有個人情報管理規程の周知徹底を図ること等により、雇用保険業務   

に係る保有個人情報の漏洩を防止する。  

（7）民間等の労働力需給調整事業の適正な運営の促進   

民間や地方公共団体による職業紹介事業や労働者派遣事業が、法令を遵守し、そ   

の機能と役割を十分に発揮させるよう、労働局における許可・届出及び指導監督等   

の需給調整事業関係業務の効果的かつ効率的な実施に努め、職業安定法及び労働者   

派遣法の円滑な施行を図る。   

その際、物の製造業務への労働者派遣と製造請負の区分の明確化、労働者派遣の  

役務の提供を受けようとする期間に係る派遣先の労働者の過半数代表からの意見聴   

取の適切かつ確実な実施、派遣労働者の雇用の安定等について周知を図るとともに、   

労働基準行政との連携を図りつつ的確かつ厳正な指導監督を実施する。  
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また、公共職業安定所においては、引き続き派遣労働者や求職者等からの苦情、  

相談への適切な対応等に努める。  

（8）若年者雇用対策の推進   

平成18年度までに若年失業者等の増加傾向を転換することを目標とした「若者   

自立・挑戦プラン」に基づく施策を着実に実施するととも・に、「若者の自立・挑戦   

のためのアクションプラン（改訂版）」を推進する。   

ア 「フリーター25万人常用雇用化プラン」の推進  

（ア）フリーター常用就職支援事業の実施   

常用雇用での就職を目指すフリーターに対して、公共職業安定所において、   

担当制により、利用者一人ひとりの課題等を踏まえた常用雇用就職プランを策   

定するとともに、若年者ジョブサポーターも活用しつつ、利用者のニーズに応   

じた就職支援を積極的に実施し、常用就職の促進を図る。  

（イ）ヤングワークプラザにおける就職支援の実施   

フリーターや若年失要者の就職を支援するため、東京、神奈川、愛知、大阪   

及び兵庫に設置しているヤングワークプラザにおいて、専門的な相談、職業紹   

介等の就職支援を実施し、就職の促進を図る。  

（ウ）地域との連携及び協力による若年者就職支援対策の展開   

若年者のためのワンストップサービスセンター（ジョブカフェ）等に対し、   

企業説明会や各種セミナーの開催等に、新たに、フリーター向けのセミナー等   

を加えた若年者地域連携事業を委託するとともに、併設する公共職業安定所に   

おいては、ジョブカフェを運営する団体等との密接な連携を図り、利用者の視   

点に立って、職業紹介の実施など地域との連携及び協力による効果的な若者の   

就職支援対策を推進する。  

（ェ）若年者試行雇用事業の実施   

フリーターや学卒未就職者等の若年失業者の実践的な能力を取得させての常  

J艶憂週旦塞現塵塵進するため、－短艶聞投法行東風婁業を拡充実施する。j度し   

新たに長期若年無業者等を対象に、働く自信と意欲を高めつつ、段階的に常用  

雇用への移行を促進するため、短時間勤務による試行雇用事業を実施する。  

また、中′j、企業が有する高度な技能等を円滑に継承するため、若年者試行雇  

用事業を拡充し、中小企業労働力確保法に基づく実践的な職業能力の開発及び  

向上を図ることが必要な青少年に良好な雇用の機会の創出に資する改善計画に  

ついて都道府県知事の認定を受けた事業協同組合等の構成中小企業音叉は個別  

中小企業者が技能継承の受け手となる若者に対して試行雇用を実施した場合に  

奨励金を支給するなど、中小企業の技能継承の受け手となる若者の確保を支援  

することとする。（平成18年10月施行予定）。  

（オ）若者に対する農業就業の支援（再掲）  

【＿▼＿【－▼．⊥⊥－＿プサニ旦二等愈若老に敷⊥工．＿農業．に関競る▼就業支援情報を提傲しト就農専 

支援芦∵ナ∵での職業指導を通じて、職業選択の幅を広げ農業で働くことにつ  

いての意識の明確化を図るとともに地方農政局、都道府県農林水産業主管部課  

及び関係団体等との連携の下、多様な農業就業支援を実施する。  
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イ 職業意識形成支援の積極的推進  

平成17年度より文部科学省で推進されている「キャリア教育実践プロジェク   

ト」と有機的に連携を図りつつ、中高生を対象としてキャリア探索プログラムを   

積極的に実施する。これら事業については、各地域でより実行ある取組が推進さ   

れるよう、教育委員会、経済産業局、経済団体等の関係機関による協議の場を設   

けるなど、各地域内において密接な連携を図る。  

また、大学等と連携し、学生に対する各種セミナーや適職相談を実施するとと   

もに、各都道府県単位で事業主団体に委託して実施するインターンシップ受入企   

業開拓事業の推進により、インターンシップの普及・効果的な実施を図る。  

ウ 無償の労働体験等を通じての就職力強化事業（ジョブパスポート事業）の普及  

学生やフリーター等の若者がボランティア活動など労働体験等を重ねることを   

通じて得られる就職力を強化するため、「ジョブパスポート」の普及を図る。特   

に、中学・・高校において行われている職場体験やボランティア活動の振り返りの   

ためのツールとして、ジョブパスポートが活用されるよう、学校に対して積極的   

に働きかけるとともに、ボランテ・イア団体等の情報の提供やジョブパスポートの   

記入を支援する「ジョブパスポート支援システム（仮称）」の活用・普及を図る。  

また、労働体験等の活動実績が企業の採用選考に反映されるよう企業に働きか   

けるとともに、公共職業安定所、ジョブカフェ等の就職支援窓口においてもジョ   

ブパスポートを活用する若者と求人企業の積極的マッチングに努める。  

エ 新規学卒者に対する就職支援策の推進  

（ア）新規高卒者に対する就職支援策の実施  

新規高卒者の就職促進を図るため、地域の状況も勘案しつつ、求人開拓、就  

職面按会を実施するとともに、若年者ジョブサボ一夕｝を活用し、在学中の早  

い段階から就職後の職場定着までの各段階を通じてマンツーマンの就職支援を  

実施する。  

（イ）新規大卒者に対する就職支援策の実施  

大学等就職担当職員を対象とした講習の実施、就職支援マニュアルを活用し  

た就職支援ノウハウの提供等により、大学等の就職支援機能の強化を図る。  

また、大学等新卒者に対して、学生職業センター及び学生職業相談室におい  

て、各地域の大学等と連携しつつ、未内定学生の把握、積極的な就職支援を行  

い、就職の促進を図る。  

オ 若年失業者等の就職支援、職場定着の推進  

（ア）就職実現プランの作成による個別総合的な支援の充実  

就職意欲が高い求職者に対して、再就職に向けた求職活動計画（就職実現プ  

ラン）を作成して個別総合的な相談援助を実施する。（再掲）  

（イ）職場定着を推進する施策の推進  

公共職業安定所における職場適応指導、雇用管理指導等とともに、引き続き  

地域の業界団体等による若年労働者の相互交流や企業人事管理者の講習等の取   

組の促進、民間委託によるインターネット等を通じ働くことに関わる幅広い相  

談に身近に応ずる体制の整備に取り組む。  

－36－   



（ウ）臨床心理士等専門的な人材を活用した就職支援  

離職等による挫折感や対人関係に係る不安等を有する若年求職者を対象とし  

て、臨床心理士等専門的人材を活用し、個々人の課題に応じた心理面も含む相  

談サービスを提供し、その就職促進を図る。  

カ 若者の人間力を高めるための国民運動の推進  

「若者の人間力を高めるための国民運動」が展開される中で、経済界、労働界、  

教育界、マスメディア、地域社会等の各界が地域において国民運動の趣旨を踏ま  

えた取組が行われるよう、各種会議等を通じ促すとともに、それぞれの取組を相  

互に連携させ、協力体制が構築されるよう、地域の関係行政機関、学校、経済団  

体等の橋渡しを行う。  

また、「若者の人間力を高めるための国民会議」が主催する広報啓発事業に協  

力を行う。さらに各界において国民運動のシンボルマーク及びキャッチフレーズ  

が定着するよう、労働局、ハローワークにおける若年者支援に関するセミナー、  

面接会等において、積極的に活用するとともに、事業主、関係機関におけるその  

活用を促す。  

キ 職業能力開発施策との連携  

若者の職業能力を開発し就職を促進する施策として、10日間程度で就職に必  

要とされる基礎的な能力の習得を行う「就職基礎能力速成講座」を実施するほか、  

「日本版デュアル㌢ステム」については、若年失業者やフリーター等を対象に必  

要な見直しを行いつつ推進するとともに、新たに新規学校卒業者を対象とし七、  

現場の中核となる職業人を育成するため、企業が主体となって、教育訓練期間に  

おける理論面での基礎教育と企業において一定期間雇用する形で行う実習を効果  

的に粗み合わせる．「実践型人材養成システム」を新たな制度として立ち上げ、推  

進することとしている。  

ニート等の若者の自立支援については、地域の若者支援機関のネットワークを  

遵愚も▼王、▼基本的を螢匁＿JA閤カL隻里養成藍娃娃とど豊息な上し＿包括的な支援－  
－＿，，「  

を個別的・継続的に行う「地域若者サポートステーション（仮称）」を設置する  

こととしているほか、合宿形式による生活訓練、労働体験等を通じて若者に働く  

意欲と自信を付与する「若者自立塾」や、若者に集いの場を提供し若者同士の交  

流等により職業意識の向上を図る「ヤングジョブスポット」において職業意識形  

成・就労意欲向上を図ることとしている。  

さらに、就職に当たって必要とされる基礎的な能力を身につけていることを証  

明する「YES－プログラム」の実施や、・「私のしごと館」において若年者を中  

心としたキャリア形成を総合的に支援している。  

こうした施策が実施されていることを踏まえ、公共職業安定所を利用する若者  

に対し、職業意識・職業能力の段階に応じた施策の紹介や地域の学校、企業等に  

対する積極敗な広報二風知を免う，¶とと＿も£、＿▼ニねら旦事業史実施主体と適捜した 
－．▼－▼ 

円滑な就職支援の実施など、若者の就職に向けた総合的な支援を実施する。   

（9）高齢者雇用対策の推進  

ア 知識・経験を活用した65歳までの雇用の確保  
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（ア）高年齢者雇用確保措置に関する事業主に対する指導・援助の推進  

改正高年齢者雇用安定法に基づき、62歳までの高年齢者雇用確保措置を講  

じていない事業主に対し、適切に指導・助言を行い、なお改善がみられない事   

業主については勧告を行う。公共職業安定所における求人受理に際して、・62   

歳までの高年齢者雇用確保措置を講じていない事業主を把握した場合にも、必  

要な指導・助言等を行う。  

また、高年齢者雇用確保措置の義務化年齢が平成19年度より63歳に引き   

上げられることから、平成19年4月1日にはすべての企業において63歳以   

上の高年齢者雇用確保措置が講じられるよう、集団指導・個別指導を通じて、  

周知啓発の徹底を図る。  

さらに、平成25年度にかけて義務化年齢が段階的に65歳まで引き上げら   

れていくことから、65歳未満の高年齢者雇用確保措置を導入している事業主  

に対し、義務化年齢を超えて65歳までの高年齢者雇用確保措置を導入するよ  

う、継続雇用定着促進助成金の活用等により指導・援助等を行う。  

（イ）65歳雇用導入プロジェクトわ推進  

労働局に設置している65歳雇用導入ワーキンググループで策定した「賃金   

・人事処遇制度の見直しや継続雇用制度の導入等に係る方針」の下、委託した   

事業主団体において、すべての傘下企業を対象として集団的に指導、助言を行  

う。事業終了時において、事業実施企業のうち65歳まで働ける場を確保する   

企業の割合が80％（平成15年において少なくとも65歳まで働ける場を確   

保する企業の割合を10％上回る水準）以上となることを目指す。  

また、傘下企業の制度導入の支援を図るため、高年齢者雇用アドバイザーを  

活用して助言、指導を行う。  

イ 中高年齢者の再就職の援助・促進  

（ア）中高年齢者試行雇用事業の推進  

対象者の要件の見直しも踏まえ、試行雇用が必要な中高年求職者を、適切、   

確実に事業の対象とするとともに、試行雇用後の常用雇用移行についてのフォ  

ローアップを適切に実施する業務運営体制を各公共職業安定所において確立  

し、積極的な事業の推進を図ること。  

（イ）求職活動支援書制度の普及、活用の促進及び再就職支援コンサルタントとの  

連携  

事業主に対し、定年、解雇等により離職する高年齢者等に再就職援助措置を   

講じるよう努力する義務があること、解雇等により離職する高年齢者等（以下   

「高年齢離職予定者」という。）が希望した場合には求職活動支援書を作成・   

交付する義務があることについて周知・啓発を行うとともに、高年齢離職予定   

者が希望したにもかかわらず求職活動支援書を作成しない事業主に対して指導  

等を行う。  

草た、必要に応じて、都道府県高年齢者雇用開発協会に設置されている再就   

職支援コンサルタントを活用し、求職活動支援書の作成支援や再就職援助措置  

の内容等について相談・援助を実施する。  
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さらに、中高年齢労働者の職業生活設計及びキャリアの棚卸しに関する支援  

を行うため、高齢期雇用就業支援コーナーとの連携を図る。  

ウ 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた取組   

年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた基盤づくり事業の実施に当たる   

高年齢者雇用アドバイザーの活用を図りつつ、募集・採用時の年齢制限是正等に   

係る相談・援助等の支援を行う。  

エ 高齢者の多様な就業・社会参加の促進  

（ア）シルバー人材センター事業等の推進  

都道府県、市区町村等との連携の下に高年齢退職者等のニーズに対応した就   

業機会を確保・提供し、地域に密着した就業機会や団塊の世代等に対する就業   

体験の提供を行うシルバー人材センター事業を引き続き推進するとともに、事   

業の趣旨を踏まえた適正就業が確保されるよう指導を行う。  

また、シルバー人材センター連合が実施する技能講習と合同面接会等を一体  

的に行う〉シニアワークプロ．グラム事業に連携・協力する。  

（イ）高年齢者等の共同による創業に対する支援（再掲）  

高年齢者等の就業機会の確保、就業意欲等の多様化に対応するた吟、独立行   

政法人高齢・障害者雇用支援機構において高年齢者等共同就業機会創出助成金  

を支給し、高年齢者等が共同して事業を開始することを支援している。都道府  

県労働局、公共職業安定所においても、高年齢者等に対し、積極的に本助成金  

の周知・情報提供を行う。  

（ウ）定年退職者等再就職支援事業の実施  

65歳を超えても働くことができる社会の実現に向けた環境整備の一環とし  

て、特に定年退職者等の多い地域において、事業主に対して高年齢者を雇用す  

ることの利点を啓発するとともに、高年齢者の多様なニーズに対応した求人閃  

拓や面接会を実施する。  

廷坦．＿経書者雇用寒簑些進進＿－＿＿、…－←＿＿－＿→－   

ア 雇用率達成指導の厳正な実施等  

（ア）指導基準に基づいた厳正な指導   

民間企業の実雇用率は前年より上昇したものの、中小企業の実雇用率が引き  

続き低い水準にあり、また、大企業の雇用率達席企業の知合が低いことから、   

これを踏まえて必要な見直しを行った新指導基準に基づいて、厳正な指導を行   

う。   

また、雇用率未達成企業のうち58．1％を占める1人不足企業の解消、6   

5．1％を占める0人雇用企業における障害者雇用の推進等、重点指導対象を   

明確化して取り組む。なお、1人不足企業、0人雇用企業の多くは中小企業で   

あることから、中小企業の事業主団体と連携して、中小企業事業主の障害者雇  

用に関する  めの取組を促進する   

公的機関については、民間企業に率先垂範して障害者の雇入れに努めるべき  

立場であることにかんがみ、法定雇用率が未達成である機関については、障害  

者採用計画が適正に実施されていない場合には勧告を行うなど、強力に計画の  
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適正実施を求める。  

併せて、法改正に係る国会審議における附帯決議を踏まえ、各機関における  

雇用状況を自ら公表するよう要請を行う。  

（イ）適正な雇用率制度の適用  

平成18年4月に施行される改正障害者雇用促進法により、精神障害者が実   

雇用率に算定されることから法改正の円滑な施行を図るとともに、精神障害者  

をはじめ、身体障害者及び知的障害者の把握・確認に当たっては、障害者本人  

の意に反した雇用率制度の適用等が行われないよう、事業主に対し「プライバ  

シーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」を周知し、適正な雇用率制  

度の適用を図る。  

イ 職業紹介業務及び支援策の充実  

（ア）障害の態様や適性に応じた相談・支援機能の充実・強化  

専門的な知識・経験を有する者を障害者専門支援農等として公共職業安定所  

に配置すること等により、障害者に対する相談支援体制の充実・強化を図り、  

障害の種類及び程度等障害者個々人の状況に応じた的確できめ細かな職業指導   

・職業繹介の実施、求人開拓の強力な推進等により、障害者の一層の就職促進   

・を図る。  

（イ）障害者試行雇用事業の推進  

隊害者試行雇用事業については、障害者雇用のきっかけを与えるものとの趣  

旨を踏まえたメリハリのある活用を図る。  

（ウ）職場適応援助者（ジョブコ｝チ）による支援の推進  

地域障害者職業センターが実施するジョブコーチ支援事業について、公共職  

業安定所は、支援ニーズの把握に努め、支援を必要とする障害者及び事業主を  

適切につなぐとともに、受入事業所の開拓を行い、円滑な職場適応を促進する。  

また、福祉施設や事業所が、地域障害者職業センターとの連携の下、職場適応  

援助者助成金を活用したジョブコーチ支援を行う場合についても、効果的な支  

援が行われるよう配慮する。  

（ェ）養護学校等の生徒の就職の促進  

盲・聾・養護学校の3年生の職場実習に係る助成金が新設されたことから、  

盲・聾・養護学校及び事業主に対して周知を行うことにより、その活用を図る  

とともに、学校等との連携を緊密にして、就職を希望する盲・聾・養護学校の  

生徒の卒業後の就職を促進する。  

ウ 精神障害者に対する雇用対策の強化  

（ア）公共職業安定所における雇用支援の強化  

精神障害者の新規求職申込件数は年間1万件を超え、ここ数年、連続して高  

い伸びを示す等就業に対するニーズが高まっていることから、精神障害者ジョ  

ブコンサルタントの活用等による相談・支援機能の充実等、公共職業安定所に  

おける精神障害者に対する支援を強化する。  

（イ）医療機関等と連携した精神障害者のジョブガイダンス事業の実施  

ジョブガイダンス事菓については、引き続き、医療機関等との連携により着  
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実に実施するとともに、公共職業安定所は、医療機関等との連携を深め、医療   

・生活支援から就職支援まで含めた円滑な支援活動を展開できる環境整備に努  

める。  

（ウ）精神障害者に対する総合雇用支援の推進  

地域障害者職業センターが実施する「精神障害者総合雇用支援」について、  

公共職業安定所は、周知や支援ニーズの把握に努め、支援を必要とする精神障  

害者及び事業主を地域障害者職業センターに適切につなぎ、効果的な支援が行  

われるよう配慮する。  

エ 雇用と福祉の連携による支援の充実強化  

障害者雇用施策を推進するに当たっては、雇用施策だけでなく障害者施策全般   

について理解を深め、その方向性を見据えて、業務に当たることとする。  

特に、改正障害者雇用促進法及び障害者自立支援法の施行を踏まえ、障害者福   

祉施策等との有機的な連携を一層図ることとし、福祉的就労から一般就労への移  

行町促進、就業と生活の両面にわたる支援奪を行．う。  

（ア）地域における福祉的就労から一般就労への移行の促進  

昨年度から地域障害者就労支援事業を実施している公共職業安定所において  

は、一般就労に向けた総合的な支援を実施し、引き続き支援ノウハウの蓄積に  

努める。  

その他の公共職業安定所においても、福祉施設との連携を密にし、福祉的就  

労から一般就労への移行の促進に努める。  

（イ）企業ノウハウを活用した福祉施設における就労支援の促進  

福祉施設における就労支援の取組を強化することにより、福祉施設で就労し  

ている障害者の一般就労への移行を促進するため、都道府県労働局は、企業関  

係者の知識・経験や就労支援の実績がある施設の取組事例を活用して、福祉施   

設等における一般就労についての理解の促進、就労支援に関する理解・ノゥハ  

・山川向上★車：べ， 
＿．  

（ウ）就業面と生活面における一体的な支援の拡充   

障害者就業・生活支援センター事業について、都道府県労働局においては、   

都道府県の関係部局と連携し、障害者就業・生活支援センターの効果的な運営   

のための協力を行うとともに、公共職業安定所においては、同センターとの連   

携を深め、就業と生活の両面にわたる支援が必要な障害者に対して効果的な就   

労支援を行う。  

（エ）発達障害者に対する適切な対応   

発達障害者支援センターや地域障害者職業センター等との連携を図りなが   

ら、発達障害に対する理解を深め、相談窓口における適切な対応を図るととも   

に、障害者試行雇用事業やジョブコーチ支援事業等の活用により雇用促進を図  

－「一＿－＿【，鵬▼▼▼急。¶＿．，－，血．【   

また、平成18年度より、発達障害者に対する就労支援及び雇用管理ノウハ  

ウの普及等を目的として開始される「発達障害者の雇用促進のための就労支援  

者育成事業」について、委託先である発達障害者支援センターと連携・協力し、  
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円滑な実施を図る。   

オ 在宅就業障害者に対する支援  

平成18年4月に施行される改正障害者雇用促進陰により創設される在宅就業   

障害者に対する支援制度について、企業や在宅就業を支援する団体に対し、制度  

の周知に努める。  

また、都道府県労働局においては、在宅就業支援団体の登録関係業務を円滑に   

実施するとともに、在宅就業支援団体との連携を図り、在宅就業支援制度の活用  

を促進する。   

カ 障害者の職業能力開発の推進  

障害者職業能力開発校における訓練、一般校を活用した訓練及び障害者委託訓   

練などについて、障害者の雇用促進の支援策として積極的かつ効果的な受講あっ   

せん等に努めるとともに、求職障害者や事業主に対するこれらの周知を図る。  

特に、障害者職業能力開発プロモート事業を実施する政令指定都市との連携を   

図り、障害者委託訓練の効果的な活用について、周知・啓発を図る。  

（11）外国人雇用対策の推進   

ア 外国人労働者の就労環境の整備の推進   

（ア）外国人求職者への職業紹介機能の推進  

外国人来所者に適切に対応するため、「外国人雇用サービスコーナー」にお  

ける外国人求職者等に対する職業相談・紹介の一層め推進を図るほか、本省に  

おいても、求職者向けパンフレットを英語・中国語・ポルトガル語等で作成・  

配布する。   

（イ） 

「外国人雇用サービスコーナー」や「日系人雇用サービスセンター」を拠点  

として、・職業相談・紹介を行う。また、日系人が集任している地域に設置して  

いる「日系人職業生活相談室」において、職業選択、求職活動、労働条件等に  

関する日系人等に対する相談・情報提供を行うとともに、職業紹介あるいは事  

業主担当窓口等との連携により、日系人の雇用の安定と適正な雇用管理の確保  

を図る。さらに、「日伯雇用サービスセンター（ブラジル国サンパウロ市）」  

を拠点として現地日系人団体とも連携して、来日を希望する日系人に対して適  

切な情報を提供し、日系人の適正な就労を図る。  

さらに、日系人が多く集任している地域においては、不就学・不就労の日系  

人青少年及び日系人失業者に対し、キャリア形成など職業生活に関する意識を  

啓発するとともに日本の労働慣行や日本で生活していく上で必要となる知識を  

身につけ、就職に資するため、就業支援ガイダンス、個別の指導・相談による  

支援を実施する。   

イ 専門的、技術的分野の外国人労働者の受入れ・定着の促進  

専門的、技術的分野の外国人労働者の受入れを積極的に推進するため、「外国   

人雇用サービスセンター」が主体となって、各都道府県労働局・公共職業安定所  

と連携を図りつつ、専門的、技術的分野の外国人に対する職業相談・紹介を行う。  

卒業後の就職を希望する留学生に対しては、より効果的な就職支援を実施するた  
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め、外国人雇用サービスセンター及び名古屋外国人ジョブセンターを中心に在留  

資格等に留意した留学生向け求人の積極的な開拓、大学等の留学生受入機関と連  

携した大学等での就職ガイダンス、求人情報の提供等の各種支援の実施、さらに  

は、就職効果の大きい集団面接会の実施等の各種支援を積極的に行う。また、外  

国人雇用サービスコーナー等においては、留学生の採用が可能と思われる企業、  

求人情報の外国人雇用サービスセンターへの情報提供、就職ガイダンスの開催等 

の支援を実施する。  

ウ 事業主等に対する指導・援助等の推進  

外国人雇用状況報告制度による雇用状況の把握、「外国人労働者の雇用・労働  

条件に関する指針」に基づく事業主への指導′・援助、外国人雇用管理アドバイザ  

ー笹よる援助及び外国人雇用管理セミナーの開催により、外国人労働者の失業の  

予防や再就職の促進、雇用管理の改善を図る。また、6月の「外国人労働者問題  

啓発月間」を中心として、外国人労働者の適正な雇用及び労働条件の確保等に関  

する周知啓発に努める。  

エ 適正就労の推進等  

警察庁、法務省等関係行政機関との連携を図りつつ、事業主等への啓発・指導  

による不法就労の防止並びに事業主への是正指導及び必要に応じた関係行政機関  

への情報提供による不法就労の解消に努める。   

（12）安心して働ける雇用環境の整備  

ア 生活保護受給者及び児童扶養手当受給者に対する就労支援  

生活保護受給者及び児童扶養手当受給者の就労による自立の促進を図るため、  

公共職業安定所と福祉事務所等との連携の強化を図りつつ、支援対象者に対して  

就労支援の事業の周知を徹底し、就労支援コーディネーターによる支援メニュー  

の選定、就職支援ナビゲ「タ一による就職支援等きめ細かな就労支援を積極的に  

推進する。また、職業訓練が必要とされた者については、「準備講習付職業訓練」 

一等を活用し1積極的かつ効果的な受講あっせん等に努める。  

イ 刑務所出所者等に対する就労支援  

釈放期の近づいた刑務所受刑者及び少年院在院者に対して、刑務所及び少年院  

と連携して、職業講話、求人・雇用情報の提供、職業相談・職業紹介等就労支援  
を行う。  

また、保護観察対象者及び更生緊急保護対象者に対して、保護観察所等と連携  

して、公共職業安定所において、適切な就労支援メニューの選定、担当者制によ  

る職業相談、職業紹介等きめ細かな就労支援を行う。  

さらに、職場体験講習の実施、試行雇用奨励金の支給、セミナー・事業所見学  

会の実施を更生保護法人に委託し、当該法人を通じた就労支援策を講じる。  

ウ ホームレスの雇用対策の推進  

「▼▼＿▼【、，∬）【▼一息立支準婁業職業緒談員の配置＿＿～＿－▼＿，．．，▼rr¶＿，．＿【．¶＿▼＿－＿▼－▼－＿▼＿▼，，－，＿．－＿▼．．．，．．¶，＿、＿＿，－＿＿「＿－ 

地方公共団体が行うホームレス自立支援事業との連携の下で、公共職業安定  

所の自立支援事業職業相談員によるきめ細かな職業相談を行うことにより、就  

業機会の確保を図るとともに、職場定着に向けての指導を行う。  
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（イ）ホームレス就業開拓推進員の配置  

ホームレス就業開拓推進員を配置し、ホームレスの就業ニーズに応じた求人   

開拓や地方公共団体等と連携を図りながら求人情報等の収集・提供を行うほ   

か、事業主に対する啓発活動を行うことにより、就業機会の確保を図る。  

（ウ）技能講習事業の促進  

自立支援センター等に入所しているホームレスに対して、職場で必要とされ  

る資格・免許の取得等を目的とした技能講習を実施することにより、就業機会  

の確保を図る。公共職業安定所においては、事業の委託団体に対する事業の実  

施に必要な助言、協力その他の業務を行う。  

（エ）試行雇用事業の促進  

自立支援センターに入所しているホームレス等に対して、一定期間の試行雇   

用により、円滑に新たな職場への適応を進め、常用雇用への移行を図る。  

（オ）ホームレス就業支援事業の拡充  

全国でもホームレスが多数存在する地域において、就業意欲のあるホームレ   

スを対象に、個別相談、軽易な作業の開拓・提供による就業意欲・能力の見極   

めや基礎的な労働習慣等の体得の促進、キャリアカウンセリングの実施、職場   

体験講習等の就職支援メニューを活用した個別の求職支援を、民間団体等で構   

成される協法会への委託により実施する。関係労働局においては、本事業が円   

滑かつ効果的に運営されるよう、協議会に対する助言その他事業に関し必要な  

協力を行う。  

エ 母子家庭の母等の雇用対策の推進   

児童等を扶養する母子家庭の母等について、家庭環境等に配慮した職業相談・   

紹介の実施、特定求職者雇用開発助成金や訓練手当、試行雇用事業の活用等によ   

り、早期就職の促進を図る。   

また、職業訓練が必要とされた者に対しでは、積極的かつ効果的な受講あっせ   

ん等に努める。  

オ 駐留軍関係離職者対策の推進 

駐留軍関係離職者について、駐留軍関係離職者等臨時措置法等に基づき、公共   

職業安定所において職業相談・紹介、職業訓練の推進と職業転換給付金の活用等   

により、生活の安定と早期再就職の促進を図る。  

カ 漁業離職者対策の推進   

国際協定の締結に伴う漁業離職者について、国際協定の締結等に伴う漁業離職   

者に関する臨時措置法等に基づき、公共職業安定所において職業相談・紹介、職   

業訓練の推進と職業転換給付金の活用等により、生活の安定と早期再就職の促進   

を図る。  

キ 多様な状況に応じた各種雇用対策の推進  

（ア）沖縄県における雇用対策の推進  

沖縄県の雇用失業情勢は依然として厳しい状況にあり、沖縄県の雇用失業情   

勢の改善を図る観点から、「沖縄振興特別措置法」に基づく政府全体の沖縄振   

興等と連携しつつ、沖縄県内の特別の対策を実施する。  
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（イ）日雇労働者対策の推進  

求人の開拓を積極的に行うことにより、日雇労働者の就業機会の確保を図る。  

さらに、東京、神奈川、愛知、大阪などの日雇労働者か集中する特別地区の  

日雇労働者に対して、技能講習事業を実施し、日雇労働者の就業機会の確保を  

図るとともに、試行雇用事業の実施を通じ、常用雇用への移行を図る。公共職  

業安定所においては、技能講習事業の委託団体に対し、事業の実施に必要な助  

言、協力その他の業務を行う。   

（ウ）アイヌ地区住民の雇用対策の推進  

アイヌ地区住民については、各種就職援護措置の活用を図るとともに、職業  

相談員経験交流会議を開催し、この成果を職業相談に役立て、きめ細やかな職  

業指導、職業相談を実施するとともに、事業主説明会を開催し、地域住民の雇  

用の安定を図る。   

（エ）中国残留邦人等永住帰国者の雇用対策の推進  

中国残留邦人等永住帰国者についてト公共職業安定所において、職業相談・  

紹介の実施及び職業転換給付金制度の活用等により、雇用の促進を図る。  

また、職業相談等の一部の業務については、財団法人中国残留孤児援護基金  

に委託し、中国帰国者定着促進センター等において実施する。   

（オ）難民の雇用対策の推進  

難民については、国際救援センターに代わる適所式の定住支援施設において、  

職業相談・紹介、職場適応訓顔その他鹿職を促進するための各種援護措置の実  

施に係る業務を財団法人アジア福祉教育財団に委託して実施し、その雇用の促  

進を図る。  

また、公共職業安定所においては、難民に係る求人の取次ぎ、求人開拓、職  

場定着指導等め業務について、同財団と綿密な連携をとりながら協力する。  

（カ）在日韓国・朝鮮人の奉職の機会均等の確保対策の推進  

【．－【▼rr＿▼姦巨鹿国▼ニ．－覿鮭Aにご拉ごこ∴就職愈機会均等．が應保温れるよi∴蔓巣主等啓一－．．＝．＿－－▼，←－．－＿【一＿、…  

発説明会、ポスター等の広報活動、不適正事象への改善指導等により、事業主  

等に対し積極的な指導・啓発を行う。   

（キ）北朝鮮帰国被害者等に対する雇用対策の推進  

帰国した被害者及び帰国し、又は入国した被害者の配偶者等の雇用の機会の  

確保を図るため、職業訓練の実施、就職のあっせん等により、早期就職の促逸  

を図る。   

（ク）犯罪被害者等の雇用の安定の推進   

犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族（犯罪被害者等）の雇用の  

安定を図るため、公共職業安定所等において犯罪被害者等が置かれている状況  

について事業主の理解を深める等必要な施策を講じるとともに、求職者に対す  

るきめ細かな就職支援の適正な実施に■努める∴＿－．．、．．＿＿．，．．．＿＿＿＿＿，¶，▼＿＿，－＿【＿＿，▼＿，▼－【← 

ク 就職困難者に対する雇用対策の推進   

就職が特に困難な考を継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対し   

て支給される特定求職者雇用開発助成金等を活用し、これら就職困難者の雇用の  
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促進を図る。  

ケ 公正な採用選考の推進   

公正な採用選考システムの確立を図る冬めの雇用主に対する指導、啓発につい   

ては、「人権教育・啓発に関する基本計画」（平成14年3月閣議決定）の中で   

厚生労働省が行うこととして策定されているところセある。これに基づき、就職   

の機会均等を保障することが同和問題などの人権問題の中心的課題であるとの認   

識に立って、公正採用選考人権啓発推進員未設置事業所に対する設置勧奨及び同   

推進員制度が効果的に機能するような制度・運営面での充実や、企業トップクラ   

スに対する研修会の充実に努めるとともに、′J、規模事業所に対する啓発・指導を   

実施する・。   

また、全国高等学校統一応募用紙等の適正な応募書類の周知徹底と公正な採用   

選考についての各種啓発資料の作成・配付等により、雇用主に対する啓発・指導   

を実施する。  

コ 職場における肝炎ウイルス感染に対する適切な対応の促進   

「職場における肝炎ウイルス感多如こ関する留意事項」（平成16年12月8日   

付け基発第1208002号、職発第1208002号）に基づき、事業主が応募者の適性・   

能力を判断する上で真に合理的かつ客観的必要性がある場合を除き肝炎ウイルス   

検査を行わないよう、各種啓発資料を活用するなどにより、あらゆる機会を捉え   

事業主等への周知徹底を図る。  

サ 多様な雇用管理改善対策の推進  

（ア）介護分野における雇用管理改善の推進  

（財）介護労働安定センターにおいて、介護労働者のきめ細やかな実態調査、   

健康確保に関する相談も含めた雇用管理の改善等についての相談、雇用管理者   

講習等を実施するとともに、各労働局・公共職業安定所においては、事業主に   

対する助成金の周知や（財）介護労働安定センター都道府県支部への相談の奨   

励、介護基盤人材確保助成金の支給、雇用管理モデル検討会（地域ブロック別）   

を開催する等、介護労働者の雇用管理改善のための施策の推進に当たり、関係   

団体とも必要な連携を図りつつ、介護分野における雇用管理の改善等を促進す  

る。  

（イ）港湾労働対策の推進  

港湾労働法及び港湾雇用安定等計画に基づき、港湾労働者派遣制度の有効活   

用の促進等による雇用秩序維持対策の一層の推進等港湾労働者の雇用の安定及  

び福祉の増進のための施策を推進する。  

（ウ）季節労働者対策の推進  

季節労働者の雇用の安定を図るために、通年雇用安定給付金制度の活用によ  

り通年雇用の促進に努める  

（ェ）出稼労働者対策の推進  

出稼労働者に対して、出稼労働者手帳の交付や、送出地及び受入地における   

就職相談及び指導等を実施するとともに主な送出地を管轄する都道府県労働局   

が、出稼労働者相談員の配置や安全就労推進集会等の実施などの出稼労働者援  

－46－   



護事業を行う道県と連携し、安定就労対策を実施する。  

（13）その他  

○ 雇用促進住宅の入居促進  

雇用促進住宅は、できるだけ早期に譲渡・廃止することとしているが、既に廃  

止決定している住宅を除き、廃止までの間は、入居率を向上させ、家賃等収入に  

よる独立採算を確保することとしている。  

入居率向上に向けた取り組みとして、都道府県労働局及び公共職業安定所にお  

いて、ホームページ、広報誌等による周知を積極的に行う。特に、公共職業安定  

所において、利用者に対し雇用促進住宅担当を明確にし、ポスターの掲示、パン  

フレットの提供等の方法を工夫するとともに、住宅の空戸情報の提供、求人開拓  

・就職面接会・相談会などの際の入居勧奨など、積極的な入居促進を図る。  

また、独立行政法人雇用・能力開発機構都道府県センター及び財団法人雇用振  

興協会各支所に対して、都道府県労働局及び公共職業安定所長は、情報提供など  

必要な協力を行う。  

4 雇用均等行政の重点施策  

（1）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対策の推進  

ア 適切な指導等の実施及び個別紛争解決の援助  

（ア）均等取扱いのための指導等  

女性労働者が性別により差別されることなく安心して働くことができるよう  

積極的な指導等により均等取扱いの徹底を図る。  

このため、男女雇用機会均等法第25条に基づく報告徴収では、制度面のみ  

ならず非正規労働者も含めた実際の取扱いを具体的に聴取することとし、特に  

女性労働者等からの相談を端緒として行う報告徴収については、相談者の立場  

に留意しつづも、．具体的な問題の有無の把握に努めることとする。この場合、  

必要娃応£女性菱働畳空車業湯里整働組合の代表者集魚ゝら蟄隠を聴取士るこ阜＿＿＿  
－＿＿－－、－－－▼，＿＿＿．一  

も検討することとする。  

女性に対する差別的な取扱いの事実が認められる企業に対しては、都道府県  

労働局長の助言、．指導、勧告により、また状況に応じ企業名公表制度について  

も説明しつつ、迅速かつ厳正に法違反の是正を図る。また、男女労働者の間で  

採用、配置、昇進等において、事実上の格差が大きい企業に対しては、その理  

由を具体的に把握し、当該企業が自社の問題点を踏まえ、女性の採用拡大、職  

域拡大及び管理職への登用等に向け、積極的かつ具体的な取組を行うことがで  

きるよう問題解決に必要な助言・好事例を含めた情報提供を行う。  

コース等で区分した雇用管理制度を導入している企業に対しては、「コース  

等で区分した雇用管理についての留意事項」の周知徹底を図るとともに、法達  

反企業に掛上て娃L裁判例等を示しつつ是正給養等ゑ行う－。  

（イ）均等取扱いに関する個別紛争解決の援助  

均等取扱いに関し相談がなされた場合には、問題の把握を十分に行い、紛争   

解決援助制度の活用を図る。特に妊娠・出産を理由とする解雇等に関する個別  

－47－   



紛争については、機会均等調停会議による調停を積極的に運用するとともに、   

引き続き都道府県労働局長による助言、指導、勧告により円滑かつ迅速な解決  

を図る。  

また、個別紛争解決援助の事例等を紹介し、機会均等調停会議の役割や機能、   

個別紛争解決援助に係る都道府県労働局長の援助について、女性労働者等に積  

極的に周知する。  

（ウ）男女雇用機会均等汝の周知  

男女雇用機会均等法の履行確保及びポジティブ・アクションの推進につい   

て、労使を始め関係者に対し、第21回目を迎える「男女雇用機会均等月間」   

（6月）における広報をはじめとして効果的な周知活動を実施する。  

（ェ）女子学生等の就職に関する均等な機会の確保  

採用選考過程における女性に対する差別的取扱いが依然としてみられること   

から、企業の採用担当者等を対象に、男女雇用機会均等法に沿った男女均等な   

選考ルールを周知するとともに、採用実績について男女差の大きい企業に対し、   

同法第25条に基づく報告徴収を行い、法違反企業に対しては助言、指導等を  

実施する。  

女子学生、女子生徒等が的確な職業選択を行えるよう、ガイドブック等の情  

報提供により意識啓発を図る。  

（オ）男女間賃金格差解消のために労使が自主的に取り組むためのガイドラインの  

普及  

男女間の賃金格差解消のために労使が自主的に取り組むための賃金管理及び   

雇用管理の改善方策に係るガイドラインを、慣用者団体を通じる等により企業   

に対し周知徹底を図るとともに、労働団体に対しても周知する。  

イ 改正男女雇用機会均等法等の周知   

男女雇用機会均等法等の改正法秦を今通常国会に提出したところであり、その   

成立後においては、事業主、労働者をはじめ関係者に対し、改正法の周知徹底を   

図ることが必要となる。改正法案には、①男女双方に対する差別の禁止、②間接   

差別の禁止、③妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止、④セクシュアル   

ハラスメント対策の強化等が盛り込まれているところであるが、具体的内容は、   

改正法案の成立後、別途指示することとする。  

り 女性の能力発揮のためのポジティブ・ア 

（ア）企業に対する啓発指導  

企業が自ら女性労働者の活躍状況、ポジティブ・アクションの取組状況を把   

握し、ポジティブ・アクション着手へのきっかけとなるよう各種啓発資料を積   

極的に提供し、その活用を促すこ また、本省において経営者団体と連携し「女   

性の活躍推進協議会」を開催しているが、その状況を踏まえつつ、都道府県労   

働局においても管内の経営者団体等への働きかけ等により、ポジティブ・アク  

ションの取組の必要性や意義、効果等の理解の促進を通じ、ポジティブ・アク  

ションの普及に努める。  

さらに（財）21世紀職業財団（以下「財団」という。）が実施するベンチ  
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マーク（自社の状況を測ることのできるものさしとなる値）を活用した中小企  

業女性の能力発揮診断事業等に係る情報提供を必要に応じて適切に行う。   

（イ）「均等推進企業表彰」の実施  

女性労働者の能力発揮促進を図るため、ポジティブ・アクションを推進して  

いる企業を公募し、「均等推進企業表彰」を実施する。   

エ 職場におけるセクシュアルハラスメント防止対策の推進   

（ア）実効ある防止対策が行われるための指導等の徹底  

企業における実効ある防止対策の徹底を図るとともに、セクシュアルハラス  

メント事案が生じた企業に対し、適切な事後の対応及び再発防止のための取組  

について指導を行う。併せて、必要に応じて、財団に委託して作成した各種資  

料に係る情報提供を行う。   

（イ）セクシュアルハラスメントカウ．ンセラーの活用  

職場におけるセクシュアルハラスメントによって精神的苦痛を感じている女  

性労働者からの相談をこ対しては、セクシネアルハラスメントカウ∧ンセラーを積  

極的に活用し、適切に対応する。   

オ 母性健康管理対策の推進  

女性労働者が妊娠中及び出産後も安心して健康に働くことができるよう、事業   

主等に対し母性保護及び母性健康管理の必要性について、一層の周知徹底を図る  

とともに、「母性健康管理指導事項連絡カード」の活用を促進する。  

（2）職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進   

ア 育児・介護休業法の施行  

育児・介護休業法の周知徹底を図るとともに、企業において育児休業等の規定   

が適切に整備され、制度として定着するよう、個別指導及び集団指導を効果的に   

組み合わせた計画的な指導等を実施する。  

また、育児休業及び介護休業の申出草は取得を理由とした不利益取扱いなど、  

室盟二公選埜纂墜軽量二旦乞整勉豊里撞剋が度量皇塾ヱ，ゝ▼，）る睾案甚つ．k1てJ，＿【澄偽者   
－－．山   

からの相談があった場合は、的確に対鱒し、法違反がある場合その他必要な場合  

には、事業主に対する適切な指導を行う。  

さらに、育児休業の取得等が立ち後れている中小企業については、「中小企業   

子育て支援助成金」を活用しつつ、仕事と家庭を両立しやすい環境の整備を図り、   

育児休業等の取得を促進する。   

イ 次世代法の施行  

次世代法に基づく次世代育成支援対策の推進に当たっては、事業主による一般   

事業主行動計画の策定・実施を通じた、仕事と子育ての両立支援の推進が重要な   

柱となっており、今年度においては、3－00人以下の事業主に対して、次世代育   

成支援対策推進センターとの連携にも留意しつつ、できるだけ多くの一般事業主  

＿ ▼宣教鼓垂里策定∴尾出虐享行触るよ＿えL効鼻的長藤発J▼j旨豊を行う瓜，．－＿【▼▼「  

また、できるだけ多くの事業主が認定を目指して取組を行うよう周知、啓発を  

行う。   

り 職業生活と家庭生活との両立の推進に関する周知啓発活動の実施  
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「子ども・子育て応援プラン」を踏まえっっ、あらゆる機会をとらえ、育児休   

業の取得促進、子育て期間中の勤務時間短縮等の措置の普及促進、男性が子育て   

参加できる働き方の啓発等の職業生活と家庭生活の両立を図りやすくするための   

雇用環境の整備に関する周知啓発活動を効果的に実施する。   

エ フアミリー・フレンドリー企業の普及促進  

企業における仕事と家庭の両立のしやすさを示す「両立指標」について、イン   

ターネット上でその進展度を診断できるファミリー・ フレンドリー・サイトの利   

用等による活用を進め、ファミリー・ フレンドリー企業に向けた事業主の自主的   

な取組を促進するとともに、ファミリー・フレンドリー企業表彰の実施により、  

その一層の普及促進を図る。  

（3）パートタイム労働対策の推進   

パートタイム労働法及びパートタイム労働指針について、説明会・相談会の開催   

や使用者団体・労働組合を含めた各種団体が主催する会合の活用等により、企業ト   

ップ層を含めた事業主及び労働組合に対して、浸透・・定着を図る。   

また、短時間雇用管理者の選任等について、パートタイム労働法第10条に基づ   

く事業主に対する助言等を行うとともに、使用者団体の会合の機会を活用すること   

等により選任の促進を図り、選任された短時間雇用管理者に対しては必要な知識に   

痍する講習会を実施する。   

さらに、パートタイム労働者を多く活用する事業所を中心に個別訪問を行いパー  

トタイム労働法第10条に基づく報告徴収を行うことにより、均衡処遇等への取組   

の実態把握に努めるとともに、必要に応じて助言等を行い、事業主の自主的取組を   

促す。   

説明会・相談会の開催、パートタイム労働法第10条に基づく事業主への助言等   

を行う際には、均衡処遇に関する好事例や「多様就業型ワークシェアリング制度導   

入マニュアル」に示された短時間正社員などの導入例を紹介すること等により、均  

衡処遇の考え方の重点的な周知を行う。また、効果的な周知を図るため、本省にお   

いては、都道府県労働局に対して均衡処遇の考え方の浸透・定着に役立っような関 

連情報を提供するとともに、都道府県労働局においても好事例等の収集と適宜その   

本省への提供を行うことにより、情報の共有・活用を図る。   

均衡処遇に取り組む事業主を支援するため、短時間労働援助センターが支給業務   

を行う短時間労働者雇用管理改善等助成金や事業主が取組状況を自己診断できるシ   

ステムの提供など短時間労働援助センターが実施する均衡処遇推進事業について、   

事業主に積極的に情報提供すること等によりその実施に協力する。   

パートタイム労働者及びパートタイム労働を希望する求職者に対しては、パンフ   

レット等各種資料の活用等により、働く上で必要となる知識が身に付くよう関係法   

令等関係諸制度に関する情報提供を行う。  

（4）家内労働及び在宅ワーク対策の推進   

ア 家内労働対策の推進  

（ア）最低工賃の新設・改正の計画的推進及び周知の徹底  

「第8次最低工賃新設・改正計画」に基づき計画的に最低工賃の改正等を行  
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うとともに、決定した最低工賃については、委託者、家内労働者、関係団体等  

に対して周知徹底を図る。   

（イ）家内労働法の適正な施行  

委託条件の明確化、工賃支払いの適正化を図るため、家内労働手帳の交付の  

徹底等必要な指導を行うとともに、．家内労働安全衛生指導員を活用しつつ、特  

殊健康診断の受診の勧奨及び家内労働者の労災保険特別加入制度の周知徹席等  

により家内労働者の安全及び衛生の確保を図る。  

また、いわゆる「インチキ内職」の被害防止に向けた意識啓発に努める。   

イ‘在宅ワーク対策の推進  

在宅ワークの健全な発展に向けて、契約条件の文書明示やその適正化等を図る  

ため、発注者、仲介業者及び在宅ワーカー等に対し「在宅ワークの適正な実施の  

ためのガイドライン」等の周知啓発琴を図る。  

5 労働保険適用徴収業務等の重点施策  

（1）労働保険の来手続事業一掃対策の推進  

労働保険の未手続事業の∵掃については、手続指導にとどまらず、職権を行使す  

る措置を講じる。  

具体的には、引き続き都道府県労働局及び労働基準監督署と公共職業安定所が緊   

密に連携するなど、適用徴収担当部署以外の部署との連携による来手続事業の積極   

的かつ的確な把握・加入勧奨を行う・とともに、把握した未手続事業に対しては適用   

徴収担当部署において強力な手続指導を行う。翠た、労働保険の適用促進に係る委   

託業務についての全国労働保険事務組合連合会都道府県支部との連携については、   

一層緊密一・確実に実施する。さらに、10月に実施する労働保険適用促進月間の広   

報活動については、来手続事業一掃対策の一環と位置付け、労働保険制度の一層の   

理解・周知を図る。  

ト局、署、所及び労働保険事務組合（以下．し事務j阻合」とい．う。）の適用促進活動  

（加入勧奨、手続指導）によっても、自主的に保険関係 

主については、職権により成立手続を行い、保険料を認定決定する。  

（2）労働保険料の適車徴収   

労働保険料の適正徴収のためには、事業主が労働保険制摩を理解した上で、正し   

く申告し、適正に納付することが重要であり、そのため以下について適正に業務を   

実施する。   

ア 年度更新の的確かつ円滑な実施  

年度更新あ実施に当たっては、「平成18年度の年度更新等業務について」を   

踏まえるほか、労働保険徴収主務課室、労働基準部、職業安定部及び需給調整事   

業部の連携を密にし、都道府県労働局全体として、体制の整備を図る。   

イ 効率的な算定基礎調査の実施   

労働保険料算定基礎調査（以下「算調」という。）については、適正な業務量  

の投入に配慮しつつ、効率的な算調実施計画を策定し、適正かつ実効ある実施を  

図る。  

ー51－   



ウ 実効ある滞納整理の実施 

労働保険料の滞納整理については、効果的な滞納整理実施計画を策定して取り  

組むこととし、とりわけ多額の滞納事業主及び多年度にわたり滞納を繰り返して  

いる事業主に対し、重点的に滞納整理を実施する。   

エ 社会保険及び労働保険に係る徴収事務の一元化への適切な取組  

平成18年度における徴収事務の更なる一元化として、事業所説明会、算調及  

び滞納整理について軋徴政事務の一元化に当たって社会保険・労働保険徴収事  

務センターとして実施する事務でもあることから、研修を行うほか連絡協議会等  

の場で調整するなど適切に実施する。  

（3）事務組合の一層の活用、育成、指導等  

労働保険事務組合制度は、中小零細事業における労働保険事務について大きな役   

割を果たしていることにかんがみ、その一層の活用を図る。また、事務組合の育成   

を行うに当たっては、その母体団体の性格、事務処理能力等を考慮し、委託事業数   

の増大を通じ事務組合の自立が図られるよう努める。  

また、事務組合が適正に業務運営を行えるよう、事務組合への定期的な監督・指   

導等に努める。  

（4▲）アスベスト救済法に基づく一般拠出金の徴収  

平成19年度から労働保険徴収システムを活用して行うアスベスト救済法に基づ   

く一般拠出金の徴収については、その円滑かつ適切な施行のため、平成18年度は   

事業主等に対する周知を行う。  

6 個別労働紛争解決制度の積極的な運用  

（1）個別労働紛争解決制度の周知・自主的な紛争解決の促進  

管内の運用状況等を踏まえ、ホームページ、市町村広報紙（誌）の活用等あらゆ   

る機会を捉えた個別労働紛争解決制度の効果的な周知・広報に取り組む。また、企   

業内での紛争の自主的解決の促進に向け、事業主等に対する紛争自主解決支援セミ   

ナーの効果的な実施に努める。  

（2）総合労働相談コーナーにおけるワンストップサービスの提供  

総合労働相談コーナーにおいては、労働問題に関するあらゆる分野の相談に適切   

に対応することとし、内容に応じて、関連する法令・裁判例等の情報提供、適切な   

アドバイスによる当事者間の自主的な解決の促進、．他の処理機関等についての情報   

提供等のワンストップサービスを提供する。  

相談の過程において個別労働紛争を把握した場合には、個別労働紛争解決制度を   

教示し、必要な場合には、助言・指導の申出やあっせんの申請を受け付ける等相談   

者のニーズを踏まえた対応をする。  

総合労働相談員（以下「相談員」という。）の資質向上に向けて、個別労働紛争   

解決制度のみならず、労働行政全般について幅広い知識を付与する等積極的かつ効   

果的な研修の実施に努め、相談員の的確な活用を図る。  

また、総合労働相談コーナーの設置されていない労働基準監督署、公共職業安定   

所等においても、当該制度の積極的な説明を行うことによりその活用促進を図る。  
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（3）助言・指導及びあっせん制度の的確な運用  

助言・指導及びあっせんについては、それぞれ紛争の実情に即した迅速・適正な  

解決に向けた適切な事務処理を行う。その際、相談員等の積極的な活用に留意する。  

（4）関係機関との連携  

管内における個別労働紛争解決のための取組を効果的に機能させるため、個別労  

働紛争解決制度関係機関連絡協議会の開催等を通じ、都道府県労働主管部局、廓道  

府県労働委員会をはじめ紛争解決に係る取組を行う関係機関・団体との緊密な連携  

を図る。なお、労働審判制度の施行を踏まえた地方裁判所との連携にも留意する。  

7 各行政間の連携の下に推進する重点施策  

（1）労働条件の確保、雇用の安定等を図るための総合的施策の実施  

都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の連携の下、企業倒産、雇  

用調整等に係る情報収集を積極的に行うとともに、地域に影響を及ぼす企業倒産、  

雇用調整が発生した場合、離職を余儀なくノされた労働者を対象に、一W賃金不払、一解雇  

手続∴解雇についての女性差別、失業等給付、再就職支援などの一連の手続き等に  

ついて総合的かつ機動的な対応を図る。  
また、情報の共有化の観点から、総合労働相談コーナーに対しても情報の提供を  

行う。  

（2）各分野ごとの連携した対策の推進  

ア 「子ども 

「子ども・子育て応援プラン」に掲げられた若年者の就労支援、仕事と家庭の  

両立支援、働き方の見直しなど、平成21年度までに誇ずる具体的な施策内容に  

ついて、引き続き各都道府県労働局子ども・子育て応援プラン推進本部を中心に、  

各行政が連携して取組を進める。  

イ 次世代育成支援対策の推進一  

＿－－ …．－⊥」欠世代法の周知啓発、ニュ般婁業主行動計画の策定工届出の義務の履行確促につ－  

いて、都道府県労働局雇用均等塞が中心となり、都道府県労働局内各部が連携し  

つつ、地方公共団体との連携にも留意しながら取り組む。  

り 出産・育児により離職した女性に対する再就職・再就業支援の推進  

出産・育児により離職した女性に対する再就職の推進に当たっては、管内にマ  

ザーズハローワーク（全国12都市）がある雇用均等室は職業安定部に両立支援  

に積極的に取り組む企業の情報を提供する等の連携に努める。また、再就業の推  

進に当たってをま、雇用均等室においても労働者等へ関係資料を提供する等により、  

職業安定部との連携に努めるム  

エ バートタイム労働対策の推進  

パートタイム労働者を雇用する事業主に対する説明会・相談会の開催等によ  

－－－－▼，・－¶ 皿、・－－雇用蠍等行政のみなちず労働基準行政及－び職業安定行政が士分連携七▼ヾ－▼パ± 

トタイム労働法及びパートタイム労働指針の周知等の業務を推進するごとによ  

り、均衡処遇の考え方の浸透・定着を図る。  

パートタイム労働者に対しては、働く上で必要となる知識が身に付くよう関係  
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法令等関係諸制度に関する情報提供を行う。  

オ ワークシェアリングの推進   

各都道府県労働局ワークシェアリング推進本部を中心とし、都道府県労働局が   

一体となって、地方公喪団体、労使団体などとも連携を図りつつ、ワークシェア  

リングの導入促進のための支援等に取り組む。その際、ワークシェアリングにつ   

いての知識・ノウハウを有する者をアドバイザーとして登録し、ワークシェアリ   

ング導入に関心を持つ事業所に対する相談等を行う「ワークシェアリングアドバ   

イザー」が配置される都道府県労働局においては、これを積極的に活用する。  

さらに、「多様就業型ワークシェアリング制度導入マニュアル」に示された短   

時間正社員の導入方抵等について、事業主団体の会合等のあらゆる機会を活用し   

事業主等に対して積極的に周知する。  

カ 育児・介護休業法に基づく事業主指導に関する連携の推進   

育児・介護休業法の周知並びに個別相談への対応について、都道府県労働局雇   

用均等室は労働基準監督署及び公共職業安定所との連携を密にして取り組む。   

また、育児・介護休業法に関して、法違反の疑いがある事業所等に係る情報を、   

労働基準監督署又は公共職業安定所が把握した場合には、都道府県労働局雇用均   

等室に提供を行うことにより連携を図る。  

キ 男女雇用機会均等確保対策の推進   

男女雇用機会均等法及び同法に基づく指針の内容について、労働基準監督署に   

おける就業規則の受理時及び公共職業安定所における求人の受理時等に、その周   

知を図る。  

また、妊娠・出産等を理由とした解雇等、均等取扱いの個別紛争等に関する相   

談や、法違反事業所に係る情報を労働基準監督署又は公共職業安定所で把握した   

場合に 

併せて、女子生徒等の意識啓発について、都道府県労働局雇用均等塞が実施す   

る取組と職業安定部が実施する高校における職業意識形成支援との連携を図る。  

ク 派遣労働者の保護及び就業条件の確保対策等の推進   

派遣対象業務の物の製造の業務への拡大に伴い、特に請負と労働者派遣の混在   

が予想される製造現場について、指導監督に万全を期す必要がある。このため、   

違反事案があった場合は相互に情報提供するなど職業安定行政と労働基準行政と   

の連携を一層強化する。また、派遣元事業主、請負事業者、派遣先等の事業主に   

対して法令の遵守の徹底を図るため、必要に応じ、労働者派遣法に係る説明会等   

において、都道府県労働局の労働基準部、雇用均等室等の職員による説明の機会  

を確保するなど、引き続き各行政間で適切な連携を図る。  

ケ 外国人労働者対策の推進   

人身取引対策行動計画に基づき、都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職   

業安定所においては、労働基準法・職業安定法等関係牲令違反が認められる事案   

において、人身取引事犯が認められた場合は、．関係機関と連携の上、適切に対処   

する。   

また、労働基準行政、職業安定行政及び雇用均等行政において、外国人労働者  
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等からの相談等への対応及びこれらの者に対する支援や、「外国人労働者の雇用  

・労働条件に関する指針」等に基づく事業主等に対する啓発指導、個別指導等に  

当たっては、必要に応じて相互に連携して行うとともに、職業安定行政において  

「外国人労働者問題啓発月間」（6月）を中心に各地で開催する講演会等につい  

ても、必要に応じて労働基準行政及び雇用均等行政との連携を図る。  

コ 障害者の労働条件確保・雇用対策の推進  

障害者である労働者の法定労働条件の履行確保、雇用管理の改善等を図るため、  

障害者雇用連絡会議などの開催を通じ、職業安定行政、労働基準行政及び福祉行  

政を始め関係行政が連携の下、これら労働者を使用する事業主に対する啓発・指  

導を推進するとともに、的確な情報の把握及び提供等を行い、問題事案の発生の  

防止及び早期是正に努める。  

また、障害者雇用に関し、都道府県労働局が都道府県の関係部局との連携を図  

るとともに、必要に応じ関係団体等と連絡・調整を行うための障害者雇用連絡協  

議会を開催する。  

サ 労働保険の未手続事業の積極的かつ的確な把握等  

労働保険の未手続事業の一掃については、これまでの取組以上に都道府県労働  

局、労働基準監督署と公兵職業安定所が緊密に連携する・など、行政間で連携した  

未手続事業の積極的かつ的確な把握・加入勧奨を行う。  

（3）職業能力闘魂行政との連携  

ア 適切な訓練コース開発への協力  

能力のミスマッチを解消するために人材ニーズに基づいた職業訓練の活用が必  

要であることから、職業能力開発機関に対し、未充足求人の分析や求職相談等を  

通じて把握した訓練ニーズ等具体的な訓練コース設定・見直しに資する情報の提  

供・提案・協力等を実施する。  

イ 障害者の職業能力開発対策の連携   

福祉から雇鳳丁就労てヽという障害者支援の流れの中で、職業能力開発は障害者．  

の雇用促進策として効果的であることから、障害者職業能力開発校における職業  

訓練のほか、平成16年度から障害者委託訓練及び一般の職業能力開発校を曙用 

した職業訓練を実施し、職業能力開発機会を大幅に拡充しているところである。  

さらに、平成18年度からは政令指定都市における障害者職業能力開発基盤を確  

立し、障害者職業能力開発指導人材の育成を図る障害者職業能力開発プロモート  

事業（仮称）を政令指定都市3カ所において実施することとしているL。  

都道府県労働局及び公共職業職業安定所においては、都道府県等と連携し、障  

害者及び企業双方に対する雇用促進支援策として障害者職業訓練を位置付けて、  

これら施策の周知・広報を図り、障害者委託訓練の委託先の開拓に配慮するとと  

もに、訓練修了者の就職支援のための求人確保に努める。  

「▼【▼▼【＿，…．＿づし＿創巣に向．杜た職業能力開．発支援の推進＿＿＿＿．＿▼鵬＿，－＿－．＿小．－▼．▼▼▼▼   

再就職支援に加え、離職者の創業を支援することは、雇用創出の実現やく雇用  

の安定を図るために重要である。   

（独）雇用・能力開発機構においては、「創業サポートセンター」を東京、大  
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阪に設置し、創業や新分野展開に関する相談、訓練を実施しているところであり、   

平成18年度には、そのノウハウを活用した相談コーナーを北海道及び福岡に設   

置することとしている。その他にも機構では開業に向けた教育訓練機関での座学   

の訓練や開業希望分野の事業所に委託した実習形式の職業訓練・を実施していると   

ころである。  

また、地域における創業を支援するため、平成17年度からは、創業に必要な   

基本的な知識等の講習と、事業計画策定、事業計画に係る分野での企業内実習訓   

練を内容とした事業を都道府県に委託して実施しているところである。   

都道府県労働局及び公共職業安定所においては、これら施策の周知に努めると   

ともに、職業安定機関で実施している助成金、産業政策として実施されている開   

業支援施策等と相まって効果的かつ総合的な支援が図られ寧よう配慮する。  

エ 「地域若者サポートステーション（仮称）」との連携  

ニート等の若者の自立を支援するためには、基本的な能力（人間カ）等の養成   

だけにとどまらない、包括的な支援を個別的・継続的は行うことが必要であり、   

国は、地方自治体との協働により、「地域若者サポートステーション（仮称）」   

を設置することとしている。そこでは、若者の置かれた状況に応じた専門的な相   

談を行うとともに、地域の若者支援機関のネットワークの中核として各機関のサ   

ービスが効果的に受けられるようにすることにより、ニート等の自立を支援する   

こととしている。   

都道府県労働局、及び公共職業安定所においては、当該事業の周知・普及に努   

めるとともに、職業安定機関で実施している鹿労支援施策と当該事業との連携・に   

より、効果的・総合的な支援が図られるよう配慮する。  

オ 「私のしごと館」の活用   

（独）雇用・能力開発機構が設置する「私のしごと館」（関西文化学術研究都   

市（京都府精華・西木津地区））は、①展示・体験設備等による職業体験機会の   

提供、②総合的な職業情報の提供（インターネットによる館外への提供を含む）、   

③キャリア形成に関する相談・援助、④キャリア形成に関する研修・セミナー、   

⑤若年者のキャリア形成支援に関するプログラム・ツールの開発といった事業を   

実施しており、若年者を中心としたキャリア形成を総合的に支援する中核的な拠   

点である。   

都道府県労働局及び公共職業安定所においては、同館を若年者に対する職業相   

談や求人説明会、 集団面接会等各種イベントの場として活用するほか、若年者を   

支援する立場にある教師、家庭、企業の雇用管理担当者及び関係行政機関の担当   

者等に対してその利用について積極的に勧奨を行う。  

カ 「キャリア情報ナビ」の活用   

「キャリア情報ナビ」（URL：http：／／hrd．mhlw．gojp）は、人材ニーズ情報をはじ   

めとする厚生労働省が所有する情報や、関係府省、都道府県職業能力開発主管課、   

（独）雇用・能力開発機構、（独）労働政策研究・研修機構、中央職業能力開発   

協会等が提供している職業能力開発に資する情報を総合的．・体系的に提供するシ   

ステムである。  
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都道府県労働局及び公共職業安定所においては、職業能力開発情報の提供に当  

たっては、キャリア情報ナビの活用を配慮する。  

キ キャリア・：コンサルタントの活用  

個人の主体的なキャリア形成の促進や求人・求職の的確な結合を図るため、キ  

ャリア・コンサルタントを平成14年度以降、民間機関と公的機関をあわせ、■5  

年間で5万人を目標として養成を推進しているところである。また、キャリア・  

コンサルティングの技法については、就職支援等に有効な知識・技能であること  

から、公共職業安定所の職員や相談員が積極的にキャリア・コンサルティング養  

成講座を受講及び指定試験を受験することを奨励するとともに、相談員等の採用  

については、指定試験の合格者等について配慮しつつ、経験、資廃、技能等総合  

的に判断する。  

ク 人材育成地域協議会との連携  

労働者が多様な教育訓練を受けることができるシステム等を構築していくため  

に中央に「人材育成会議」を設置し、．，¶総合的な教育システムの整備等に向けた取  

組を推進しているところである。また、都道府県ごとに「人材育成地域協議会」  

を設置（事務局は（独）雇用・能力開発機構の各都道府県センター）し、若年者  

雇用問題検討会議との合同開催の下、地域の教育・訓練の資源を効果的に活用し、  

地域における教育訓練を実践的に推進していくための具体的な協議を行っている  

ところである。  

都道府県労働局においては、これらの会議等を借用し、都道府県労働局におい  

て把握している・企業の人材ニーズ等の情報提供、訓練コース設定に関する提案等  

を積極的に行い、今後とも人材育成と雇用の促進に努める。  

ケ 勤労者少年福祉対策の推進  

従来は、国、都道府県及び市町村の連携の下で在職青少年を対象に有意義な職  

業生活の実現のための食暇活動の充実に重点を置いた施策を推進してきたが、地   

域の実情iこ応じた若年者対策を実施することが重要上なってきでいることを踏ま  

え、平成16年度より職業意識啓発、職業的自立支援を推進しているところであ  

る。  

平成18年度から5年間を期間とする第8次勤労青少年福祉対策基本方針を策  

定することとなっており、同方針に基づいた勤労青少年福祉対策が行われるよう、  

都道府県労働局においては、勤労者少年ホーム設置市町村をはじめとする地域の  

ニーズを把握しつつ、必要な場合には当該市町村事業への協力を行うなど適切な  

行政の推進に努める。  

コ 若年者就職基礎能力支援者麗（YES－プログラム）について  

若年者の能力、適性に応じた自立的なキャリア選択が可能となるために  

は、若年者が早期から明確なキャリア目標を定めることができ、かつ、目  

－…－．．．＿ 濃達成，の見めの【道風溺示息れる仕組みが必▼要で▼あこる．。．▼．－【＿－▼－＿，▼【▼【∨＿，▼－，＝．■＿   

このため、中央職業能力開発協会と連携して平成16年度より若年者就  

職基礎能力支援事業（YES－プログラム）を実施しているところである。   

若年者と企業の間で就職基礎能力に関する共通の物差しとして同プログ  

ー57－   



ラムが定着するよう、職業紹介の場面や都道府県労働局及び公共職業安   

定所の主催する合同就職説明会等において、資料の配付等により同プ   

ログラムの一層の普及促進に努める。  

サ 2007年間題への対応   

2007年間題が喫緊の課題となっていることを踏まえ、平成18年度から、   

各都道府県職業能力開発協会に、技能継承に関する情報提供・相談窓口として「技   

能継承等支援センター」を設け総合的な相談援助を行うこととしている。また、   

中小企業の人材確保・技能継承を図る観点から、中小企業人材確保推進事業助成   

金の活用を図るほか、平成18年度中に中小企業雇用創出等能力開発助成金の拡   

充を図り、技能継承に関する計画の認定を受けた中小企業者が行う能力開発の取   

組に対して助成することとしている。   

都道府県労働局及び公共職業安定所においては、事業主のニーズを把握しつつ、   

雇用促進施策と併せて必要な施策の周知・活用促進に努め、円滑な技能継承が図   

られるよう配慮する。  
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